
 

 

平成26年９月高知県議会定例会提出予定案件概要 

 

 

○提 出 予 定 議 案 ------------------------------------  ４６件 

 

平 成 ２ ６ 年 度 補 正 予 算 -----------------------   ５件 

条 例 そ の 他 議 案 ----------------------- １９件 

報 告 議 案 ----------------------- ２２件 

 

 

 

      １  平成２６年度補正予算 ----------------   ５件 

 

                                  （補正額）   （累計額） 

            一 般 会 計      18,866,224千円  472,505,763千円 

特 別 会 計       28,837千円  238,389,110千円 

 

 

 

 

      ２  条 例 そ の 他 議 案 ---------------- １９件 

 

条 例 議 案 --------------- １１件 

そ の 他 議 案 ---------------  ８件  

 

 

 

      ３  報  告  議  案 ---------------- ２２件 

 

決 算 報 告 --------------- ２２件 

       

       

 

 

 

 



 

 

平成 26 年９月高知県議会定例会提出予定議案目録 

 

 

○  予        算  

 

第 １ 号 平成 26 年度高知県一般会計補正予算 

第 ２ 号 平成 26 年度高知県災害救助基金特別会計補正予算 

第 ３ 号 平成 26 年度高知県流通団地及び工業団地造成事業特別会計補正予算 

第 ４ 号 平成 26 年度高知県県営林事業特別会計補正予算 

第 ５ 号 平成 26 年度高知県流域下水道事業特別会計補正予算 

 

○  条  例  そ  の  他  

 

第 ６ 号 高知県税条例の一部を改正する条例議案 

第 ７ 号 災害に際し応急措置の業務に従事した者に係る損害補償に関する条例の一部

を改正する条例議案 

第 ８ 号 高知県地方薬事審議会条例等の一部を改正する条例議案 

第 ９ 号 高知県手数料徴収条例の一部を改正する条例議案 

第 10 号 高知県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例議案 

第 11 号 高知県旅館業法施行条例及び高知県暴力団排除条例の一部を改正する条例議案 

第 12 号 高知県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例議案 

第 13 号 高知県立美術館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例議案 

第 14 号 高知県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例議案 

第 15 号 高知県認定こども園条例の一部を改正する条例議案 

第 16 号 高知県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例議案 

第 17 号 高知県が当事者である訴えの提起に関する議案 

第 18 号 高知県公立大学法人と公立大学法人高知工科大学との吸収合併に関する議案 

第 19 号 県有財産（情報処理機器）の取得に関する議案 

第 20 号 新図書館等複合施設電気設備工事請負契約の締結に関する議案 

第 21 号 新図書館等複合施設空調設備工事請負契約の締結に関する議案 

第 22 号 平成 25 年度高知県電気事業会計未処分利益剰余金の処分に関する議案 

第 23 号 平成 25 年度高知県工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処分に関する議案  

第 24 号 平成 25 年度高知県病院事業会計資本剰余金の処分に関する議案 

 

 

 

 



 

 

○  報       告  

 

報第 １ 号 平成 25 年度高知県一般会計歳入歳出決算 

報第 ２ 号 平成 25 年度高知県収入証紙等管理特別会計歳入歳出決算 

報第 ３ 号 平成 25 年度高知県給与等集中管理特別会計歳入歳出決算 

報第 ４ 号 平成 25 年度高知県旅費集中管理特別会計歳入歳出決算 

報第 ５ 号 平成 25 年度高知県用品等調達特別会計歳入歳出決算 

報第 ６ 号 平成 25 年度高知県会計事務集中管理特別会計歳入歳出決算 

報第 ７ 号 平成 25 年度高知県県債管理特別会計歳入歳出決算 

報第 ８ 号 平成 25 年度高知県土地取得事業特別会計歳入歳出決算 

報第 ９ 号 平成 25 年度高知県災害救助基金特別会計歳入歳出決算 

報第 10 号 平成 25 年度高知県母子寡婦福祉資金特別会計歳入歳出決算 

報第 11 号 平成 25 年度高知県中小企業近代化資金助成事業特別会計歳入歳出決算 

報第 12 号 平成 25 年度高知県流通団地及び工業団地造成事業特別会計歳入歳出決算 

報第 13 号 平成 25 年度高知県農業改良資金助成事業特別会計歳入歳出決算 

報第 14 号 平成 25 年度高知県県営林事業特別会計歳入歳出決算 

報第 15 号  平成 25 年度高知県林業・木材産業改善資金助成事業特別会計歳入歳出決算 

報第 16 号 平成 25 年度高知県沿岸漁業改善資金助成事業特別会計歳入歳出決算 

報第 17 号 平成 25 年度高知県流域下水道事業特別会計歳入歳出決算 

報第 18 号 平成 25 年度高知県港湾整備事業特別会計歳入歳出決算 

報第 19 号 平成 25 年度高知県高等学校等奨学金特別会計歳入歳出決算 

報第 20 号 平成 25 年度高知県電気事業会計決算 

報第 21 号 平成 25 年度高知県工業用水道事業会計決算 

報第 22 号 平成 25 年度高知県病院事業会計決算 



 

平成26年９月高知県議会定例会に提出予定の条例その他議案説明 
 

 

第 ６ 号 高知県税条例の一部を改正する条例議案 

（税務課） 

  地方税法等の一部を改正する法律（平成26年法律第４号）の施行による地方税法（昭和25年法律第

226号）の一部改正及びマンションの建替えの円滑化等に関する法律（平成14年法律第78号）の一部

改正に伴い、同法の規定に基づき設立されることとなるマンション敷地売却組合について、収益事業

を行わないものについては、法人の県民税を課さないこととする等必要な改正をしようとするもの 

 

 

第 ７ 号 災害に際し応急措置の業務に従事した者に係る損害補償に関する条例の一部を改正する

条例議案 

（危機管理・防災課） 

  災害対策基本法等の一部を改正する法律（平成25年法律第54号）の施行により災害救助法（昭和22

年法律第118号）が一部改正されたことに伴い、同法の引用規定の整理をしようとするもの 

 

 

第 ８ 号 高知県地方薬事審議会条例等の一部を改正する条例議案 

（医事薬務課、食品・衛生課） 

  薬事法等の一部を改正する法律（平成25年法律第84号）の施行による薬事法（昭和35年法律第145

号）の一部改正等に伴い、関係条例について引用規定の整理等をしようとするもの 

 

 

第 ９ 号 高知県手数料徴収条例の一部を改正する条例議案 

（医事薬務課） 

  薬事法等の一部を改正する法律（平成25年法律第84号）の施行による薬事法（昭和35年法律第145

号）の一部改正等を考慮し、医療機器又は体外診断用医薬品の製造業について許可制が登録制と、高

度管理医療機器等の賃貸業が貸与業とされること等に伴う必要な改正をするとともに、再生医療等製

品の製造販売業又は販売業の許可の申請に対する審査等に係る手数料を新たに徴収することとし、併

せて同法の引用規定の整理等をしようとするもの 

 

 

第 10 号 高知県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例議案 

（医事薬務課） 

  薬事法等の一部を改正する法律（平成25年法律第84号）の施行による薬事法（昭和35年法律第145

号）の一部改正等に伴い、高度管理医療機器等の賃貸業を貸与業とするほか、同法の引用規定の整理

等をしようとするもの 

 

 

第 11 号 高知県旅館業法施行条例及び高知県暴力団排除条例の一部を改正する条例議案 

（食品・衛生課、組織犯罪対策課） 

  少年院法（平成26年法律第58号）及び少年鑑別所法（平成26年法律第59号）が制定されるとともに、

少年院法及び少年鑑別所法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成26年法律第60号）の施

行により少年院法（昭和23年法律第169号）が廃止されることに伴い、同法の引用規定の整理等をし

ようとするもの 

 



 

 

第 12 号 高知県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例議案 

（高齢者福祉課） 

  薬事法等の一部を改正する法律及び薬事法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等

及び経過措置に関する政令の施行に伴う関係省令の整備等に関する省令（平成26年厚生労働省令第87

号）の施行による健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則第130条の２第１

項の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に

関する基準（平成11年厚生省令第41号）の一部改正に伴い、薬事法（昭和35年法律第145号）の引用

規定の整理等をしようとするもの 

 

 

第 13 号 高知県立美術館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例議案 

（文化推進課） 

  高知県立美術館の利用施設のうち創作室の一部を廃止することに伴い、その利用料金及び使用料の

基準額を削除する等必要な改正をしようとするもの 

 

 

第 14 号 高知県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例議案 

（住宅課） 

  県営住宅の良好な居住環境を確保するため、入居者の負担となっている県営住宅の共益費を自治会

等に代わって県が徴収することができることとするよう必要な改正をするとともに、中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）の一部改正に

伴い、同法の引用規定の整理等をしようとするもの 

 

 

 

第 15 号 高知県認定こども園条例の一部を改正する条例議案 

（幼保支援課） 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律

（平成24年法律第66号）が施行されることに伴い、幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設

備及び運営に関する基準（平成26年内閣府 文部科学省 厚生労働省令第１号）及び就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第３条第２項及び第４項の規定に基づき内閣

総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準（平成26年７月

内閣府 文部科学省 厚生労働省告示第２号）の制定等を考慮して認定こども園の認定の基準等につい

て必要な改正をするとともに、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律（平成18年法律第77号）の規定に基づき幼保連携型認定こども園の設置等の認可に係る事項等を

調査審議させるため、高知県幼保連携型認定こども園審議会を設置しようとするもの 

 

 

第 16 号 高知県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例議案 

（幼保支援課） 

  児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号）の一部改正を考慮し、児童

福祉施設のうち保育所の設備及び運営に関する基準について、新たに施設の運営についての重要事項

に関する規程の整備及び業務の質の評価等を義務付ける等必要な改正をしようとするもの 

 

 

 



 

第 17 号 高知県が当事者である訴えの提起に関する議案 

（経営支援課） 

平成６年度及び平成７年度の協業組合モード・アバンセに対する中小企業高度化資金貸付金の貸付

けに伴い、平成19年８月28日付け高松高等裁判所判決により県への５億円及びこれに対する年５分の

割合による金員の損害賠償責任が確定している高知市中久万560番地株式会社協連建設及び同社の元

代表取締役である           に関し、同社が自己名義の不動産を同人の二男である     

に売却し、当該不動産の所有権移転登記を行ったことにより、同社の財産を減少させ、

債権者である県に当該不動産に係る時価相当額の損害を与えたとして、裁判所に対して、詐害行為に

当たる当該不動産の売買契約の取消し及び抹消登記を求める訴訟を提起することについて、地方自治

法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第12号の規定により、県議会の議決を求めるもの 

 

 

第 18 号 高知県公立大学法人と公立大学法人高知工科大学との吸収合併に関する議案 

（私学・大学支援課） 

高知県公立大学法人と公立大学法人高知工科大学とを吸収合併させるため、地方独立行政法人法

（平成15年法律第118号）第108条第１項各号に掲げる事項を定めることについて、同条第４項の規定

により、県議会の議決を求めるもの 

 

 

第 19 号 県有財産（情報処理機器）の取得に関する議案 

（総務事務センター） 

新図書館等複合施設に設置する情報処理機器を予定金額59,375,398円（高知市取得分予定金額

110,184,602円との合計予定金額は、169,560,000円）で、高知市本町四丁目２番44号富士通株式会社

高知支店から買い入れることについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第８号及び

高知県財産条例（昭和39年高知県条例第37号）第２条第１項の規定により、県議会の議決を求めるもの 

 

新図書館情報システム（暫定稼働用）関連機器 一式 

 

 

第 20 号 新図書館等複合施設電気設備工事請負契約の締結に関する議案 

（新図書館整備課） 

新図書館等複合施設電気設備工事を施行するための請負契約の締結について、地方自治法（昭和22

年法律第67号）第96条第１項第５号及び高知県契約条例（昭和39年高知県条例第２号）第２条の規定

により、県議会の議決を求めるもの 

 

(１) 工事名 

新図書館等複合施設電気設備工事 

(２) 契約の方法 

一般競争入札 

(３) 契約金額 

920,700,000円 

(４) 契約の相手方 

 高知市高埇６番19号 

荒川
あらかわ

・片岡
かたおか

・山下
やました

特定建設工事共同企業体 

(５) 完成期限 

平成28年８月15日 

 

 



 

第 21 号 新図書館等複合施設空調設備工事請負契約の締結に関する議案 

（新図書館整備課） 

  新図書館等複合施設空調設備工事を施行するための請負契約の締結について、地方自治法（昭和22

年法律第67号）第96条第１項第５号及び高知県契約条例（昭和39年高知県条例第２号）第２条の規定

により、県議会の議決を求めるもの 

 

(１) 工事名 

新図書館等複合施設空調設備工事 

(２) 契約の方法 

一般競争入札 

(３) 契約金額 

1,083,240,000円 

(４) 契約の相手方 

香川県高松市サンポート２番１号 

大成
たいせい

設備
せつび

・関西
かんさい

設備
せつび

・ヨシカワ設備特定建設工事共同企業体 

(５) 完成期限 

平成28年８月15日 

 

 

第 22 号 平成25年度高知県電気事業会計未処分利益剰余金の処分に関する議案 

（電気工水課） 

平成25年度高知県電気事業会計における未処分利益剰余金を処分することについて、地方公営企業

法（昭和27年法律第292号）第32条第２項の規定により、県議会の議決を求めるもの 

 

 

第 23 号 平成25年度高知県工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処分に関する議案 

（電気工水課） 

平成25年度高知県工業用水道事業会計における未処分利益剰余金を処分することについて、地方公

営企業法（昭和27年法律第292号）第32条第２項の規定により、県議会の議決を求めるもの 

 

 

第 24 号 平成25年度高知県病院事業会計資本剰余金の処分に関する議案 

（県立病院課） 

平成25年度高知県病院事業会計における資本剰余金の一部を処分することについて、地方公営企業

法（昭和27年法律第292号）第32条第３項の規定により、県議会の議決を求めるもの 

 

 

報第 1 号～報第 19 号  平成25年度高知県一般会計歳入歳出決算及び特別会計歳入歳出決算 

 

報第 20 号 平成25年度高知県電気事業会計決算                 （電気工水課） 

 

報第 21 号 平成25年度高知県工業用水道事業会計決算               （電気工水課） 

 

報第 22 号 平成25年度高知県病院事業会計決算                 （県立病院課） 

 

 



H26.9.18 記者発表資料 
高知県総務部財政課 

   

   

  

  

  
 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○県議会　９月定例会を今月２４日に招集します。

今回の提出議案は、
予算議案は、「平成２６年度 一般会計補正予算」など５件、
条例その他議案が１９件、　
報告議案が２２件
合計４６件です。



  平成26年９月補正予算（案）の概要       総額 １８,８６７百万円 
（債務負担行為 ３,０４６百万円） 

１２,９４７百万円 

①公共施設等の災害復旧       

 ○農地、農業用施設、林道の復旧（市町村事業への補助）に対しては、激甚災害指定に 
  よる国の嵩上げ措置が適用  

②経済被害対策          

 ＜観光分野＞  マスメディアでの情報発信強化と旅行会社等とのタイアップによる緊急誘客 
                        対策を展開 

 ＜農業分野＞ 農業施設 （ビニールハウス、農業機材等）や集出荷施設（トマト選果ライン） 
         の復旧を支援 
 ＜林業分野＞  林内作業道や製材施設の復旧を支援 

③被災者生活の再建支援 

 ○災害援護資金貸付金等を活用し、被災者の住居の再建と生活の安定を支援 

 ○道路、河川、海岸施設などの公共施設等の迅速な復旧に向けた対策を実施 

   

（債務負担行為 ２百万円）    ～国補助事業や県単独事業を最大限活用し、必要な対策を迅速に実施～
１ 台風第12号、第11号被害への迅速な対応 
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12,520百万円 

263百万円 

48百万円 （債務負担行為 ２百万円） 

 ○避難生活が長期にわたる高知市（鏡的渕、土佐山地区）の被災者への住居確保を支援 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
補正予算の概要
○補正予算額は、総額　約１８８億６千７百万円、債務負担行為３０億４千６百万円余り
　通常事業の補正に加え、台風第12号、第11号の被害に対する災害復旧費等を計上しており、過去の９月補正予算と比較してもかなり大規模

○大きく５つの柱立て、
　「１　台風第12号、第11号被害への迅速な対応」　１２９億４７百万円、債務負担行為  ２百万円
・８月の台風により、県内各地において大変大きな被害が発生。国の補助事業や県単独事業を最大限に活用し、必要な対策を速やかに実施。
○具体的には、
「①公共施設等の災害復旧」として　１２５億２０百万円を計上
・道路、河川、海岸施設などの公共施設等の迅速な復旧に向けた対策を実施
　（うち、農地、農業用施設、林道の各災害は、激甚災害の指定が決定。国の嵩上げ措置が適用される見込）

 ○「②経済被害対策」として　２億６３百万円
・農業分野では、ビニールハウス、農業機材などの農業施設や集出荷施設など、林業分野では、林内作業道や製材施設の復旧を支援。（中でも、日高村のトマトの集出荷施設については、近隣の多くの農家の方々が利用されており、11月下旬の出荷開始までに再開できるよう、国の補助金に加え、県も継ぎ足し補助により支援）

・また、観光分野においても、旅館やホテルのキャンセルなどが相次いだことなどによる被害に対応。緊急誘客対策を展開することにより、今年の後半に向けて、誘客のテコ入れを図る。

○③「被災者生活の再建支援」として　４８百万円　債務負担行為２百万円
・災害援護資金等を活用し、被災者の住居の再建と生活の安定を支援するとともに、
・避難生活が長期にわたる高知市（鏡的淵、土佐山地区）の被災者への住居確保を支援。 
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④土砂災害対策 

 ○今後の豪雨に備え、土砂災害危険箇所等の緊急点検を実施 

 ○土砂災害の危険性を周知徹底するため、啓発用冊子や土砂災害危険箇所マップを作成 
  （平成27年度早期に全戸配付予定） 
 ○住民の的確な避難行動につなげるため大規模土砂災害を想定した情報伝達訓練や住民 
  避難訓練を実施 

 ○豪雨や地震などで災害が発生した場合、大きな被害が及ぶ恐れのある大規模盛土造成 
  宅地について豪雨による影響を調査 

南海トラフ地震対策のさらなる強化・加速化  
                ～第２期行動計画を力強く実行～

２，５１９百万円 

①発災時に命を守るための対策 

 ○住宅耐震化のさらなる加速化 
  ・市町村が行う戸別訪問などの耐震化促進の取組を支援するとともに、低コスト工法普及の 
         ための市町村・事業者向けのマニュアルを作成 
 ○山津波をはじめとする土砂災害対策の抜本強化 

  ・啓発用冊子や土砂災害危険箇所マップの作成・全戸配付、情報伝達訓練・住民避難訓練の 
         実施、大規模盛土造成宅地の調査 ※再掲 

    ○公共土木施設等の防災減災対策の加速化 
  ・河川堤防・排水機場・橋梁の耐震化、道路の防災対策、土砂災害対策を推進 

（債務負担行為 ９７０百万円） 

2 

116百万円 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○「④土砂災害対策」として　１億１６百万円
・県内で発生した土砂災害や、広島県の状況も踏まえ、まずは、土砂災害の危険性を周知徹底を図る。啓発用の冊子や危険箇所を示したマップを作成し、来年度の早い時期に全戸配付したい。
・また、的確な避難行動につなげるための訓練の強化を図るほか、８月の豪雨を受けて、特に危険性が高いと思われる箇所の緊急点検も実施。
・さらに、県が所管する３８箇所の「大規模盛土造成宅地」について現状調査を実施。
　　
○「２南海トラフ地震対策のさらなる強化・加速化」　２５億１９百万円、債務負担行為９億７０百万円
○　具体的な内容は、
「①発災時に命を守るための対策」として、
・住宅耐震化のさらなる加速化を図る。市町村が行う戸別訪問などの耐震化促進の取組を支援するとともに、低コストの耐震化工法の普及に向けた手引書を作成。

（再掲）・土砂災害対策については、中でも特にいわゆる「山津波」の対策の抜本強化を図る。先ほど説明したとおり、危険箇所の周知徹底、住民参加の避難訓練も強化。 

・さらには、国庫補助金が内示増となり、これを有効に活用し、河川堤防や排水機場の耐震化など、公共土木施設等の防災減災対策を加速。（Ｐ１２に詳細）
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 ○総合防災拠点の機能確保 

 ○特別支援学校の避難所機能の強化 

  ・総合防災拠点である土佐清水総合公園に連絡調整・備蓄機能を備えた施設を整備  

  ・発災後に福祉避難所として活用される特別支援学校７校に非常用電源設備を整備  

経済の活性化 ～第２期産業振興計画ver.3の推進～ １４６百万円 
  （債務負担行為 １，９９０百万円） 

 ○移住促進策のさらなる強化 
  ・増加する移住相談者にきめ細かく対応するため、移住・交流コンシェルジュを増員 
  （６名→９名）するとともに、首都圏でセミナー等を開催 

②助かった命をつなぐための応急期の対策 

 ○地域博覧会の開催に向けた支援 
  ・「高知家・まるごと東部博」や「2016奥四万十博」の開催等に向けた観光施設の 
    整備を支援   ※東部博関連：廓中ふるさと館リニューアル事業、室戸ジオパーク拠点施設整備事業等 
                   奥四万十博関連：木のミュージアム整備事業  

①第２期産業振興計画の目標達成等に向けた施策のバージョンアップ 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
「②助かった命をつなぐための応急期の対策」として、
・幡多地域の総合防災拠点としての機能を確保するため、土佐清水総合公園に連絡調整・備蓄機能を備えた施設を整備。

・また、発災後には福祉避難所としての活用が期待される県立の７つの特別支援学校に
　非常用電源設備を整備し、避難所としての機能を強化。
 
○「３．経済の活性化」　　１億４，６００万円、債務負担行為１９億９千万円

○「①第２期産業振興計画の目標達成等に向けた施策のバージョンアップ」として、
・「移住対策のさらなる強化」では、増加する移住相談者にきめ細かく対応するため、移住・交流コンシェルジュを６名から９名増員するとともに、首都圏でセミナー等などを開催。

・「地域博覧会の開催に向けた支援」では、「高知家・まるごと東部博（廓中ふるさと館、室戸ジオパークなど）」や「2016奥四万十博（木のミュージアム（四万十町旧家地川小学校）」の開催等に向け、観光施設の整備を支援。
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  ○先進的な園芸農業システムの普及促進 

 ・「四万十・足摺無限大チャレンジライド」の大会コースに目的地までの方向や距離を 
   示す路面標示（ブルーライン）を設置 

  ○カツオの県内水揚げの促進 

  ・園芸農業のさらなる収量アップを目指し、次世代型ハウスのモデル的整備や既存ハウ 
   スへの環境制御装置の導入を支援し、県域へ普及拡大 

  ・佐賀漁港でのさらなる水揚げ促進に向け、漁協等が行う活餌の安定供給の取組を支援 

 ○サイクリスト誘客対策の強化 

②四国産業競争力強化戦略に即応した取組 
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 ○紙産業のさらなる振興 
  ・今後の本県紙産業の振興に向けた戦略を検討するため「紙産業の在り方検討会」を設置 
   するとともに、企業ニーズを踏まえた新製品の開発に必要な機械設備を紙産業技術セン 
   ターに整備し、研究開発機能を強化 

  ・「足摺海洋館あり方検討委員会」における今後の方向性の取りまとめ結果を踏まえ、 
    基本計画を策定 

 ○県立足摺海洋館基本計画の策定 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・足摺海洋館については、「足摺海洋館あり方検討委員会」の取りまとめ結果を踏まえ、今後さらに検討を行いながら基本計画を策定。

・農業の分野では、先進的な園芸農業システムの普及促進に向けた取組として、園芸農業のさらなる収量アップを目指し、次世代型ハウスのモデル的な整備や既存ハウスへの環境制御装置の導入を支援。今後、県域への普及拡大を図っていく。（Ｐ９に詳細）

・水産業の分野では、佐賀漁港でのさらなるカツオの水揚げ促進に向け、活餌の安定的な供給を目指した取組を支援。

○「②四国産業競争力強化戦略に即応した取組」（Ｐ１０に詳細）も積極的に推進する。
　具体的には、

・「紙産業のさらなる振興」策として、今後の本県紙産業の振興に向けた戦略を検討するため、「紙産業の在り方検討会を設置するとともに、企業のニーズも踏まえた新製品の開発に必要となる機械設備を紙産業技術センターに整備し、研究開発機能を強化

・「サイクリストのさらなる誘客対策の強化」として、「四万十・足摺無限大チャレンジライド」の大会コース上に、目的地までの方向や距離を示す「ブルーライン」と呼ばれる路面標示を設置
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教育の充実と子育て支援  
        ～高知県教育振興基本計画重点プランの着実な推進～  

 ○高校生の基礎学力定着に向けた取組の強化 

 ○小中学生の学力向上に向けた取組の強化 

３０百万円 

  ・全国学力・学習状況調査の結果で課題のあった小中学校の国語Ｂ問題について、新たな 
   教材を作成し、授業や家庭学習で活用 

  ・高等学校学力定着把握検査で課題のあった「数学Ⅰ」について、小中学校での学習内容 
   を盛り込んだ新たな教材を作成し、授業や家庭学習で活用 

  ・グローバル教育推進委員会を立ち上げ、高知南中学校・高等学校、高知西高等学校で 
         課題研究のカリキュラム開発など先導的な取組を実施 

①学力向上対策 

②グローバル教育の推進 

（債務負担行為 ３３百万円） 

 ○県立高等学校におけるグローバル教育の推進 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○「４．教育の充実と子育て支援」　　３千万円、債務負担行為３３百万円

○「①学力向上対策」として、
・「小中学生の学力向上に向けた取組の強化」では、全国学力・学習状況調査の結果で課題のあった小中学校の国語Ｂ問題について、新たな教材を作成し、授業や家庭学習で活用。 

・「高校生の基礎学力定着に向けた取組の強化」では、高等学校学力定着把握検査で課題のあった「数学Ⅰ」について、小中学校での学習内容を盛り込んだ新たな教材を作成し、授業や家庭学習の場で活用。 
 
○「②グローバル教育の推進」として、
・県立高校におけるグローバル教育を計画的に推進するため、「グローバル教育推進委員会」を設置したうえで、今後の本県におけるグローバル教育の中心校となる高知南中・高校、高知西高校において課題研究のカリキュラムの開発を行うなど、先導的な取組を実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｐ１１に詳細）
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その他

 ○坂本龍馬記念館の整備 

 2020東京オリンピック・パラリンピック開催を契機としたスポーツの振興
３８百万円 

３，１８７百万円  
 （債務負担行為 ５１百万円） 

  ・東京オリンピック・パラリンピック開催を契機とした「スポーツ推進プロジェクト」を 
   展開するため、学校・スポーツ関係者や外部有識者からなる検討会を設置し、実施計画 
   を策定 

 ・東京オリンピック・パラリンピックの事前合宿招致に向け、2015年世界陸上北京大会 
  の事前合宿の招致活動を展開 

  ・県内の主要なスポーツ施設の整備の一環として、春野総合運動公園陸上競技場の写真判 
   定システムの更新や県立青少年センター体育館の床の改修を実施 

  ・「坂本龍馬記念館リニューアル基本構想」を踏まえ、博物館機能を備えた新館整備に向け 
    た基本設計等を実施  

 ○高知県スポーツ推進プロジェクト実施計画の策定 

 ○スポーツ施設の整備 

 ○合宿招致活動の展開 

 ○国の交付金の内示増に伴う公共事業費（道路事業等）の増   など 6 

 ○高知警察署の整備 
  ・庁舎の老朽化の著しい高知警察署の建替えに向けた調査を実施  

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○新たな柱立て
「５．2020東京オリンピック・パラリンピック開催を契機としたスポーツの振興」　３８百万円

・東京オリンピック・パラリンピック開催を契機とした「スポーツ推進プロジェクト」を今後展開していくため、学校、スポーツ関係者や外部の有識者で構成する検討会を設置し、プロジェクトの実施計画を策定。来年度以降の具体的な取組につなげていく。

・スポーツ施設の整備の一環として、春野総合運動公園陸上競技場の写真判定システムを更新。県立青少年センター体育館の床を改修。

・東京オリンピック・パラリンピックの事前合宿の招致を目指し、2015年に北京で開催される世界陸上における事前合宿の招致活動を展開。（Ｐ１２に詳細）

○「６．その他」　３１億８７百万円、債務負担行為５１百万円
主なものとしては、
・７月に策定をした「坂本龍馬記念館リニューアル基本構想」を踏まえ、博物館機能を備えた新館の整備に向けての基本設計等の実施や、

・庁舎の老朽化が著しい高知警察署の建替に向けた調査の実施、 

・また、道路事業等の公共事業において、国の交付金の内示が増となったことによる増額の補正、など。
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7,706 7,951 8,002 7,960 7,919 7,906 7,842 8,048 8,201 8,260 8,330 8,490 8,596

億円

県債残高（臨財債除き） 臨時財政対策債 県債残高

普通建設事業費 ９月補正後予算の推移 

※ 臨時財政対策債 
  本来地方交付税で措置されるべき額について、国の財政事情が厳しいことから、臨時的に地方債として配分されているもの。 
  後年度、元利償還金の全額が地方交付税措置される。 

歳  出 

歳  入 

臨時財政対策債を 
除く県債残高 

県債残高の推移（普通会計ベース） 臨時財政対策債 

全額交付税
措置あり 

県の実質的
な借金 

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

1,000
1,100
1,200

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

1,095
920 824 740 721

1,027
798 838 854 858

1,089

293
86

1,175 1,151 
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（単位　千円、％）

平    成    ２６    年    度 前年度９月補正後 前年度９月比増減

通常分 災害分 計（B） (D) (C-D)/(D)

298,742,990 578,593 2,346,986 2,925,579 301,668,569 295,548,836 2.1

県 税 53,414,093 53,414,093 51,406,509 3.9

地方消費税清算金 16,383,839 16,383,839 14,436,763 13.5

地 方 譲 与 税 14,391,000 14,391,000 12,150,000 18.4

地 方 交 付 税 等(ア+イ） 202,569,000 202,569,000 205,975,000 △ 1.7

( う ち 地 方 交 付 税 ) ア (172,856,000) (172,856,000) (175,031,000) (△ 1.2)

( う ち 臨 時 財 政 対 策 債 ) イ (29,713,000) (29,713,000) (30,944,000) (△ 4.0)

財 調 基 金 取 崩 ウ 2,560,484 1,552,887 1,552,887 4,113,371 2,051,694 100.5

そ の 他 9,424,574 578,593 794,099 1,372,692 10,797,266 9,528,870 13.3

154,896,549 5,340,379 10,600,266 15,940,645 170,837,194 154,696,612 10.4

国 庫 支 出 金 59,102,239 2,878,197 7,341,661 10,219,858 69,322,097 67,877,683 2.1

県 債 エ 39,670,000 2,059,000 3,251,000 5,310,000 44,980,000 41,120,000 9.4

( う ち 退 職 手 当 債 ) オ (4,000,000) (4,000,000) (4,000,000)

減債基金（ルール外分） カ 4,366,581 4,366,581 8,122,274 △ 46.2

そ の 他 51,757,729 403,182 7,605 410,787 52,168,516 37,576,655 38.8

453,639,539 5,918,972 12,947,252 18,866,224 472,505,763 450,245,448 4.9

69,383,000 2,059,000 3,251,000 5,310,000 74,693,000 72,064,000 3.6

10,927,065 1,552,887 1,552,887 12,479,952 14,173,968 △ 12.0

（単位　千円、％）

平    成    ２６    年    度 前年度９月補正後 前年度９月比増減

通常分 災害分 計（B） (D) (C-D)/(D)

351,634,407 672,772 1,793,070 2,465,842 354,100,249 361,960,269 △ 2.2

人 件 費 118,803,506 1,094 1,094 118,804,600 120,251,636 △ 1.2

（うち退職手当を除く） (107,099,297) (1,094) (1,094) (107,100,391) (109,145,501) (△ 1.9)

扶 助 費 11,042,471 11,042,471 10,383,911 6.3

公 債 費 75,643,383 75,643,383 72,642,895 4.1

そ の 他 146,145,047 671,678 1,793,070 2,464,748 148,609,795 158,681,827 △ 6.3

102,005,132 5,246,200 11,154,182 16,400,382 118,405,514 88,285,179 34.1

普 通 建 設 事 業 費 99,679,379 5,246,200 3,934,723 9,180,923 108,860,302 85,824,041 26.8

補 助 事 業 費 59,207,274 4,686,402 3,249,627 7,936,029 67,143,303 53,904,410 24.6

単 独 事 業 費 40,472,105 559,798 685,096 1,244,894 41,716,999 31,919,631 30.7

災 害 復 旧 事 業 費 2,325,753 7,219,459 7,219,459 9,545,212 2,461,138 287.8

453,639,539 5,918,972 12,947,252 18,866,224 472,505,763 450,245,448 4.9

現計予算(A)
９　月　補　正　額

 計 (A+B=C)

９　月　補　正　額区    分
現計予算(A)  計 (A+B=C)

区    分

(1) 経 常 的 経 費

(2) 投 資 的 経 費

 総計　(1)+(2)

(1) 一 般 財 源

(2) 特 定 財 源

 総計　(1)+(2)

県債計
(ｲ+ｴ:再掲)

財源不足額
(ｳ+ｵ+ｶ:再掲)

※経済対策分として前年度末の
補正予算に計上した金額 

億円 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　「９月補正予算（案）の全体像」
○（左の表）予算規模は１８８億６千６百万円余り
９月補正予算の規模としては、災害対応を盛り込んでおり、大規模となっている。

　　　　 

○（右上グラフ）県債残高の推移
臨時財政対策債を除く実質的な県債残高は、県債（災害復旧債など）を増額補正
（53億1千万円）したが、（僅かながらも）抑制傾向を維持。

○（右下グラフ）普通建設事業費の推移
普通建設事業費は、増額補正（91億８千万円）により、当初予算編成時から増加し、１３ヶ月予算ベースで昨年度の9月補正予算後を上回る１,１７５億円となった。

◆普通建設事業増要因の分析
 ◆普通建設事業費当初予算比較
Ｈ25当初予算：847億円
Ｈ26当初予算：993億円（対年比　＋146億円）
＜増の主な要因＞
①南海トラフ地震対策の加速化　　Ｈ26：320億円（対前年比　＋107億円）
②新図書館など計画的に進めている大規模建設事業による増　Ｈ26：73億円（対前年比　＋63億円）
・新図書館 ＋13億円、県立大学 ＋41億円、新資料館 ＋12億円
 
◆９月補正予算に計上した普通建設事業費
通常分52.5億円、災害分39.3億円　　計91.8億円
＜主な内容＞
①南海トラフ地震対策の加速化：24.3億円　
　・特別支援学校非常用電源　2.8億円、総合防災拠点 0.2億円、
　・公共事業内示増（河川堤防、排水機場の耐震化等） 21.3億円
②災害対応分：39.3億円　
③公共事業内示増（南海分除く）：24.5億円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＮＥＸＴ　→



２．今後の財政収支の試算  今回推計の詳細 今後の財政収支の見通しについて 
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財源不足 基金残高 

単位：億円 
平成32年度までの財政収支の見通し 

昨年の推計後、国の補正予算を有効に活用したことなどにより、財政調整的な基金の残高の増加が
図られ、新行動計画を踏まえた南海トラフ地震対策に必要な経費について増加を見込んでもなお安定
的な財政運営の見通しを立てることができた。 

今後の財政運営においては、「社会保障と税の一体改革」による歳入、歳出への影響や、南海トラフ地
震対策のさらなる強化の必要性が生じ得る。他方、これまで実施してきた行政改革が引き続き財政事
情の改善に寄与する見込み。 

本県の財政運営は地方交付税制度など国の動向に大きく左右されるため、引き続き国に対して積極
的な提案を行いつつ、的確なアクセルとブレーキにより安定的な財政運営を行う。 

中
長
期
推
計
の
ポ
イ
ン
ト 

平成32年度までの県債残高（臨財債除く）の見通し 

＊これまでの行財政改革の結果、Ｈ26時点でピーク時（Ｈ12：7,243億円）から2,300億円程度の減となっている。 
＊将来負担比率でも全国の中で上位（Ｈ24決算ベース：158.6％で８位）に位置している。 

一般会計ベース 
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＊新行動計画を踏まえた南海トラフ地震対策を行いながらも、将来に備えるための基金残高を維持できている。 
＊消費税については、H27.10月～10％で推計。 

億円 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
「今後の財政収支の見通しについて」

○財政運営においては、中期的な収支の動向を常に念頭に置くことが重要なことから、毎年９月議会で報告しているもの。今回は平成３２年度までの推計を行った。

○ポイント１
・今回の推計のポイントは、昨年に引き続き、南海トラフ地震対策に必要となる経費について、第２期行動計画に基づく対策をできるだけ網羅的に見込んだ結果、昨年の推計から大幅に増加する推計となったものの、
・当初予算編成において、「好循環のための経済対策」の実行に伴う国の補正予算を有効に活用したことなどにより、中期的に安定的な財政運営の見通しを立てることができた。

○左グラフ
・具体的には、昨年の推計と比べても、財政調整的基金の残高は増加若しくは同程度となる見込み。

○右グラフ
・南海トラフ地震対策など喫緊の課題に、積極的に取り組みながらも、県債残高の抑制傾向を今後も維持し、将来負担を軽減できる見通しも立てることができた。
 
○ポイント２
・今回の推計においても、社会保障と税の一体改革による歳入・歳出への影響は一定見込んでいるが、
・今後の国での議論の動向によっては、その影響の度合いが大きく変わる。
・また、南海トラフ地震対策についても、今後の対策の進捗等によっては、さらに対策を強化する必要性が生じる可能性あることに留意すべきと考えている。

○ポイント３
・また、本県の財政運営は、地方交付税制度など国の動向に大きく左右され、今後の国の財政健全化の議論の動向によっては、地方交付税もより厳しい見通しになることから、
・今後とも国の動向をしっかりと注視し、引き続き国に対して積極的な提案を行うなど、気を緩めることなく的確なアクセルとブレーキにより安定的な財政運営に努めていく。
ＮＥＸＴ　→





 今回の台風被害を踏まえ、土砂災害対策を
強化      
 ■啓発冊子や土砂災害危険箇所マップの作成 
                           61百万円 
 ■情報伝達訓練、住民避難訓練の実施 12百万円 
 ■土砂災害危険箇所等の緊急点検      40百万円 
 ■大規模盛土造成宅地への影響調査     4百万円 

■8月の台風第12号、第11号による記録的豪雨により、県内では大きな被害が発生 
  【人的被害・住家被害】 重傷1名、軽傷6名、全壊4棟、床上浸水728棟、床下浸水1,120棟 等 
  【公共土木施設等】 ＜道路＞県管理道路の被災92箇所、＜河川＞42河川の流域で浸水被害 
  【経済被害】 ＜農業分野＞24.2億円、＜林業分野＞3.0億円、＜観光分野＞1.7億円 
■道路や海岸などの公共施設については、応急復旧対策を速やかに実施 

（３）農地・農業用施設、林道の災害復旧に係る市町村への補助     
     30.5億円 9/5 激甚災害に指定されたことに 

       より国庫補助率が嵩上げ 

台風第12号、第11号被害への対応について 

 ⇒ 台風第12号、第11号被害対策関連予算 129.5億円 

   
    
       
    
        
      
       
        
                       
      
          

1．インフラ施設の災害復旧、災害関連事業 125.2億円 

   
  

    
        

 
        
  
  
  

    
 
    
 
    

  

（１）公共施設等災害復旧事業等  62.2億円 
 ■道路  17.1億円  ⇒国道493号、県道高知安芸自転車道線 等   92箇所 
 ■河川  16.6億円  ⇒北川村野川川、 室戸市羽根川 等  371箇所 
 ■海岸    2.9億円   ⇒室戸市元海岸、香南市吉川海岸 等  7箇所     等 

（２）県有施設の災害復旧事業  0.9億円 
 ■果樹試験場、警察施設等の復旧 

（４）豪雨により活発化した地すべり等に対して、緊急的に防止施 
     設を整備  31.6億円 
 ■災害関連緊急地すべり対策事業 28.7億円 
   ⇒高知市鏡的渕、大豊町大平 等  8箇所 
 ■災害関連治山事業 2.9億円 ⇒越知町小日浦、高知市高川 等  9箇所 

 ■農地災害復旧費補助金  3.2億円 
 ■農業用施設災害復旧費補助金  14.5億円 
 ■林道災害復旧費補助金  12.8億円 

（１）農業分野  2.1億円 
  農業施設（ビニールハウス、農業機材等）や 
   集出荷施設（トマト選果ライン）の復旧を支援 
 ■レンタルハウス整備事業費補助金     75百万円 
 ■経営体育成支援事業費補助金       94百万円 
 ■攻めの農業実践緊急対策事業費補助金  
                                                   44百万円 
 

2．経済被害への対策 2.6億円 （２）林業分野  0.3億円 
  作業道や製材施設の復旧を支援 
 ■林内路網アップグレード事業費補助金   18百万円 
 ■県産材加工力強化事業費補助金      13百万円 
 
 （３）観光分野  0.2億円    
    旅館・ホテルのキャンセルが相次ぐなど、大きな影響が
あったため、緊急誘客対策を実施 
 ■マスメディアとタイアップした効果的なプロモーション  7百万円 
 ■旅行会社等とタイアップした誘客促進事業       13百万円 

 豪雨により被災した住居の再建と被災者生活の安定を支援 
 ■災害援護資金貸付金  44百万円       
 ■被災者生活再建緊急支援事業費補助金 ２百万円 
 ■避難住宅確保支援事業費補助金  2百万円 

3．被災者生活の再建を支援 0.5億円 

  県民の皆様が、一日も早く日常の生活を取り戻せるよう、公共土木施設等の本復旧や経済被害の回復等に必要な事業を9月補正予算（案） 
に計上し、速やかに実施 

県災害対策本部まとめ 
 

4．土砂災害対策 1.2億円 

9 

（9/12現在） 

（8/26現在） 
（  〃   ） 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
台風第12号、第11号被害への対応について

○台風第12号、第11号被害への対応について、１枚にまとめたもの

○（今回の補正予算では、災害関連分として、129億円余りを計上）

○大きな被害を受けた公共施設等インフラ施設の災害復旧のほか、経済被害に対する対策、被災者の方々に対する生活再建に向けた支援、また、再度災害の防止に向けて、土砂災害への対策にもしっかりと取り組んでいく。


ＮＥＸＴ　→




 
          

 
  
 

     土砂災害への備えのため『周知』『避難』『点検』 が 急務！ 

① 土砂災害危険箇所のさらなる周知（60,536千円） 
 

 ○ 土砂災害の備えについての冊子や土砂災害危険箇所マップを作成（平成27年度早期に全戸 
     配布）するとともに、自主防災組織等で活用する防災学習用教材を作成 

 
 

◯ 土砂災害の認識を高めるための危険箇所のさらなる周知徹底 
 

○ 迅速かつ適切な避難行動の実施 
 

○ 土砂災害危険箇所の再点検及び砂防施設等の健全度の確認 
 

◯ 大規模盛土造成宅地の現状把握  

課  題 

９月補正予算での対応 

② 住民の避難行動に結びつく訓練の充実（11,642千円） 
 

 ○ 大規模土砂災害を想定した情報伝達訓練、住民避難訓練を実施 
 ・南海トラフ地震後の山津波を想定した訓練（実施場所：四万十市） 
 ・豪雨による大規模土砂災害を想定した訓練（実施場所：安芸、中央東、中央西土木管内を予定） 

③ 土砂災害危険箇所等の緊急点検（39,626千円） 
 

 ○ 今後の豪雨に備え、土砂災害危険箇所等を緊急点検 
   
 ※記録的豪雨（観測史上1位）にみまわれた、比較的人 
    口の集中する地域において、 
    土砂災害危険箇所905箇所、 
  砂防・地すべり施設475箇所の緊急点検を実施 

④ 大規模盛土造成宅地の現状調査（4,018千円） 
 

 ○ 今後の豪雨や南海トラフ地震により、大きな被害が発生する可能性のある大規模盛土造成宅地（県所管分３８箇所）について、台風第12号、第11号による 
   影響を調査 

 
 ■ 多いところで年間雨量の５割、８月平均値の４倍を超える記録的な雨量 
 

 ■ 県内全域で土砂災害が発生 がけくずれ 261箇所、地すべり 22箇所 
 

 ■ 最大 231,393世帯 488,883人に、避難勧告・避難指示が発令 
 

 ■ 孤立集落が多発し、19市町村の計40箇所で1,381世帯2,878人が一時孤立 

 
◯ 土砂災害危険箇所が多く土砂災害の発生リスクが高い 
            ⇒ 18,112箇所／全国７位 
◯ 土砂災害警戒区域の指定率が低い 
          ⇒ 36.7％／H26.3末 
◯ 県民ｱﾝｹｰﾄの結果(H26.6)でも、土砂災害についての認識が低い 
           ⇒ 「土砂災害警戒区域の指定を知らない」約７０％ 
◯ 大規模盛土造成宅地が県内に427箇所存在 
 

 土砂災害警戒区域指定 の「さらなるスピードアップ」を図り、Ｈ28年度からの2,000箇所指定に向け、調査数を倍増         

(H24) 500 →  (H25~26)1,000 → (H28)2,000箇所指定 ！        
  さらに、 
  H27年度 からは･･･ 

台 風 第 1 2 号 ・ 第 1 1号  襲 来  

現  状 
土砂災害から人命を守るために 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
「土砂災害から人命を守るために」

○土砂災害対策の全体像についてまとめたもの。 
○まず、本県の現状について、土砂災害危険箇所が18,112箇所、全国７位と土砂災害の発生リスクが高い状況にある。
○土砂災害警戒区域の指定のスピードアップに取り組んでいるものの、現状で、指定率は36.7％と低い状況
○また、県民アンケートの結果を見ても、土砂災害警戒区域指定を知らない人が約70％に上るなど、県民の土砂災害についての認識がまだまだ低い状況。
 
○　今回の台風第12号及び第11号による記録的豪雨により、がけ崩れや地滑りといった土砂災害が県内全域で発生し、多くの世帯に避難勧告・避難指示が発令されるとともに、孤立集落も多数発生したところ。また、広島県においても、豪雨による大規模な土砂災害により、多くの方々が犠牲になるなど、大きな被害が発生した。
 
○　このような状況を受け、今後の土砂災害に備えるため、急務である「危険箇所の周知徹底」「迅速かつ適切な避難行動の実施」「危険箇所等の点検」の３つを柱に、土砂災害から人命を守る対策を抜本強化したい。
 
○　具体的な９月補正予算での対応としては、
・　まず、土砂災害危険箇所のさらなる周知として、啓発用の冊子や土砂災害マップを作成し、平成27年度の早い段階で全戸配布をするとともに、自主防災組織で活用する防災学習用教材もあわせて作成。
・　また、住民の避難行動に結びつく訓練の充実として、大規模土砂災害を想定した情報伝達訓練、住民避難訓練を追加で実施。
・　さらに、記録的豪雨に見舞われた905箇所の土砂災害危険箇所や475箇所の砂防・地すべり施設について緊急点検を実施
・　今後の豪雨や南海トラフ地震により大きな被害が発生する可能性のある大規模盛土造成地についても、県所管の38箇所について今回の台風による影響を調査する。
　
○　さらに、平成27年度からは、土砂災害警戒区域指定のさらなるスピードアップを図るため、平成28年度からの2,000箇所指定に向けて、調査数を倍増する。


ＮＥＸＴ　→





（高知県作成資料） 
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○新たな想定を待つこと 

  なく「今すぐできるこ 

  と」199項目のほか、 

  補正予算により対策を 

  加速化 

 

 
 

○津波避難の選択肢 

  を増やすため、あ 

  らゆる可能性を排 

  除することなく検 

  討を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域に適した津波 

 避難方法が選択で 

 きるよう「津波避 

 難方法の選択に係 

 るガイドライン」 

 を策定 

 

○「こうち防災備え 

 ちょき隊」を組織 

 し、地域の取り組 

 みを人的サポート 

  ※H24.4設立 

   平成24年度 

   派遣実績76回 

  

 

 
 

○最大クラスの津波 

 に対応した避難場 

 所の再選定 

 

○津波避難場所の整  

 備を大幅にスピー 

 ドアップするため 

 に緊急防災・減災 

 事業債を活用した 

 新たな交付金制度 

 を創設し、市町村 

 の実質的な財政負 

 担をゼロに 

 

○H24新規整備着手 

  箇所 

 

     

 
 

○避難場所の再見 

  直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

○迅速な情報共有 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

○政府への働きかけ 

       

 

 H23.3.11～ 
 東日本大震災を踏 
 まえ「今すぐでき 
 ること」などを直 
 ちに実行 

H24.3.31～  
最大クラスの津
波からも県民の
生命は確実に守
る 

 H24.5.10～  
 具体的な最大 
 クラスの津波 
 対策を加速 
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.
2
9
～
 

 
津
波
避
難
場
所
の
高
さ
な
ど
再
点
検
 

行動計画を力強く実行   2,595,334千円 
南海トラフ地震対策のさらなる充実強化・加速化 

〔H26年９月補正予算の概要〕 

H24.12.10～  
防災意識の更な
る向上と津波避
難対策を総仕上
げ 

・津波避難施設の整備 

 ※H23末実績  

 津波避難タワー：14基 

 避難路･避難場所：247箇所 
 

・沿岸地域での自主防災  

 組織率の加速化(15市 

 町村で概ね100%達成) 
 

・緊急用ヘリ離着陸場整 

 備の支援 

 （累計28箇所） 
 

・啓発冊子「南海地震に 

 備えちょき」を改訂し 

 全戸配布 
 

・沿岸19市町村の津波避 

 難計画策定 
 

・住宅耐震化補助の拡充 

 （60万円⇒90万円） 
 

・県有施設耐震化前倒し 
 

・災害時医療救護計画の 

 策定 
 

・海岸堤防の液状化対策 

・津波避難シェル 

  ターの技術検討   

 

・津波避難タワー 

  の設計方法の標 

  準化 

 

・高台への集団移 

  転の制度変更 

・津波避難タワー 
 
 ８基 → 44基  
 (H24.1)   (H25.2) 

 
・避難路･避難場所 
 
 152箇所 → 493箇所 
 (H24.1)    (H25.2) 

・津波避難場所の 
 高さなど再点検 
 
・「津波からの避難

方法の選択 
  に係るガイド 
   ライン」の中間

とりまとめ 

・南海地震対策 
 推進本部会議 
 の開催(平成24 
 年12月10日） 
 
・市町村の取組 
  状況の確認と 
  要請 
 
 ※津波避難空間確 
  保の進捗状況と 
   今後の取組の要 
   請 
   
 ※防災意識向上の 
   ための啓発、訓 
   練の充実に向け 
   た取組の要請 

・防災・減災事 
  業の予算枠拡 
  充 
 
・南海トラフ巨 
  大地震対策特 
  別措置法の早 
  期制定 

H24 
南海地震対策 

関連予算  
１６９億円 
（+61億円） 

 

3.11以降の対策の取り組み状況 

高知県における南海トラフ地震対策の推進について 

 

H25 
南海地震対策

関連予算  
２５６億円 
（+87億円） 

（国） 
24.3.31 

最大クラスの 
地震動・津波高 

を公表 

（県） 
24.5.10 
第１弾 

津波浸水予測 
（50ｍメッシュ） 

公表 

（国） 
24.8.29 
津波高・ 
浸水域等 

及び 
被害想定 

(第一次報告) 
を公表 

（県） 
24.12.10 
 第２弾 

震度分布・ 
津波浸水予測 
（10ｍメッシュ） 

公表 
 

減災目標を 
掲げて 

  優先順位を 

  付けた対策 
の推進 

（国） 
25.3.18 

被害想定 
（第二次報告） 

を公表 
 

H23 
南海地震 
対策の 
加速化と 
抜本的な 

強化に着手 

○住宅耐震化の取組を支援            16,115千円 
  住宅の耐震化のスピードアップを図るため、市町村が行う戸別訪問などの取組を支

援する。 
○耐震改修促進計画の見直しに係る調査       11,901千円 
  地域における広域防災拠点、役場、避難所、避難場所を結ぶ道路の沿道建築物の実

態を調査する。 
○土砂災害危険箇所の周知            60,536千円 
  土砂災害の備えについての冊子や土砂災害危険箇所マップを全戸配布に向けて作成

するとともに、自主防災組織等で活用する防災学習用教材を作成する。 
○大規模土砂災害を想定した訓練の充実      11,642千円 
  大規模土砂災害を想定した防災訓練、災害図上訓練を実施する。 
○大規模盛土造成宅地の現状調査           4,018千円 
  南海トラフ地震や豪雨等により、大きな被害が発生する可能性のある大規模盛土造

成宅地について、台風第12号、第11号における影響を調査する。 
○農業用燃料タンク対策への支援         43,280千円 
  南海トラフ地震の揺れや津波による燃料タンクからの重油流出による二次被害を防

止するために重油代替暖房機の導入を支援する。 
○公共土木施設等の防災減災対策の加速化    2,125,461千円 
  河川堤防・排水機場・橋梁の耐震化、道路の防災対策、土砂災害対策を推進する。 

東
日
本
大
震
災 

行動計画 
に基づく 
対策の 
さらなる 
加速化 

PDCAサイクル
により行動計画
を全速力で 

実行!! 

（県） 
25.5.15 

高知県版 
 被害想定 

公表 

 

 
 
○行動計画の作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○建築物耐震化の 
 取り組み強化 
 
 
 
 
 
 
 
 
○津波避難空間の 
 概成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○助かった命をつなぐ
ための応急対策の推
進 

       

 

H25.5.15～ 
第２期の行動計画に基
づく対策の一斉スター
トと助かった命をつな
ぐ応急対策の本格化 

・被害シナリオを想 
 定し、必要な対策 
 を抜かりなく盛り 
 込んだ 
 

・津波対策や応急対 
 策を強化 
 

・発災直後から応急 
 期にかけての命を 
 守る対策は３年間 
 で概ね完了 
 

・減災効果を明確化 
 

・既存住宅の耐震化の 
 促進 
 

・部分的耐震等の簡易 
 な安全対策の検討 
 

・学校、医療施設等の 
 耐震化の促進 

・避難路・避難場所の 
 整備 
 

・津波避難タワーの 
 整備 
 

・津波避難シェルター 
 の整備（室戸市） 
 

・減災のためのハード 
 整備を継続的に推進 

・応急対策活動要領の 
 策定 
 

・総合防災拠点の整備 
 

・避難所の再選定の促 
 進と自活体制の整備 

発災時に命を守るための対策            2,272,953千円  

   

（県） 
25.6.18 
第２期 

 行動計画 
策定 

 

H26当初  
南海地震対策
関連予算  
３６２億円 
（+106億円） 

○総合防災拠点の施設整備            23,415千円 
  総合防災拠点としての機能を確保するため、土佐清水総合公園に連絡調整・備蓄機

能を備えた施設を整備する。 
○特別支援学校への非常用電源設備の整備     282,624千円 
  災害時に福祉避難所となる特別支援学校において、避難所としての機能を強化する

ため、非常用電源設備を整備する。 
○災害時の心のケア体制（DPAT）の整備       2,042千円 
  精神科医療機関への支援や被災者の心のケア等を行うため、本県でのDPAT編成の可

能性や他県からの受援体制の整備に向けた検討を行う。 
○長期浸水対策の促進               14,300千円 
  浦戸湾に流入する河川堤防の排水構造物の設置場所や構造を調査し、今後の対策の

基礎資料とする。 

助かった命をつなぐための応急期の対策        322,381千円  
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
「本県における南海トラフ地震対策の推進について」


○これまでの補正予算資料にも添付している3.11以降の「高知県における南海トラフ地震対策の推進」状況についてまとめたもの。
 
○　昨年６月に策定した第２期行動計画に基づき、発災時に命を守る対策に引き続き最優先で取り組むともに、応急期に命をつなぐための対策についても、本年度から本格的に取り組んでいるところ

○今回の９月補正予算においても、対策を加速化するため、冒頭で説明した事業を中心に、総額約２６億円の予算を計上。



ＮＥＸＴ　→



 

 

○河川堤防・排水機場の耐震化  
 
 ・堤防 国分川など１３箇所、排水機場 舟入川など４箇所 

（参考）河川堤防の耐震対策 
 ・液状化対策（堤防を矢板で補強）により、地震発生時の 
 堤防の沈下量を抑えることで、長期浸水の期間を短縮する。 
 
 

 

 

○緊急輸送道路上における橋梁の耐震補強  
 
 ・県道春野赤岡線浦戸大橋など９工区 

（参考）緊急輸送道路の橋梁耐震対策 
 ・緊急輸送道路上の橋梁のうち、大規模地震時に 
 落橋等の甚大な被害が予想される橋梁の耐震補 
 強を実施し、緊急輸送道路機能を確保する。 

 
○緊急輸送道路等における法面対策など 
 ・国道１９４号（いの工区）など６７工区 

（参考）法面落石対策等の防災対策 
 ・道路防災総点検の要対策箇所を中 
 心に、落石等の危険箇所の防災対策 
 を実施し、通行の安全性を確保する。 
 

公共土木施設等の防災減災対策の加速化    
                        公共事業費（※）に係る交付金の内示増等に伴い、南海トラフ地震対策のさらなる充実強化 
                        ・ 県民の安全安心につながる「命の道」の整備（＋１１億円） 
                        ・ 河川堤防・排水機場の耐震化（＋８億円） 
                        ・ 県民の生命・財産を守るための「土砂災害対策」（＋１億円）  など 
※ 「公共事業費」とは、国の補助（交付金）を受けて県が実施する建設事業及び国が直接実施する建設事業に対する県の負担金の総額をいう。 

○県民の安全安心につながる「命の道」の整備 

（単位：百万円） 

１．道路事業の整備概要 

凡例：細目事業名等  当初予算額 →  ９月補正後予算額 （補正額） 
     （補正の整備箇所、整備内容） ※ この表は、土木部における事業の一部を抜粋して作成しているため、合計と内訳は一致しない。 

２１億円の増額補正 

法面防災対策 

橋梁耐震対策 

（対策実施例） 

防災・震災対策費 3,628→4,732（+1,104） 

（対策実施例） 

2．河川事業の整備概要 
○河川堤防の耐震強化等 

地震高潮対策事業費 1,911→2,718（+807） 

河川堤防の耐震対策工法 

液状化対策 

地盤沈降＋液状化沈下 液状化対策により長期浸水を軽減 

現況の堤防高 
地盤沈降 

液状化沈下 
沈降後の堤防高 

液状化後の堤防高 

現況の堤防高 

地盤沈降 

液状化対策 

沈降後の堤防高 

矢板補強 

液状化沈下 

３．砂防施設の整備概要 
○県民の生命・財産を守るための「土砂災害対策」の推進 

 仁淀川町谷山川砂防堰堤など22箇所  仁淀川町椿山地すべり対策施設など13箇所  高知市大上急傾斜地崩壊対策施設など58箇所  

土石流を捕捉  

通常砂防事業費、地すべり対策事業費、急傾斜地崩壊対策事業費 2,471→2,615（+144） 

土砂崩壊を捕捉  

効果事例（H26.8月豪雨） 効果事例（H26.8月豪雨） 

（耐震工事状況） 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
「公共土木施設等の防災減災対策の加速化」
�○　公共事業費に係る国の交付金の内示増等に伴い、今回、公共土木施設等の防災減災対
　　策の加速化として、約21億円の（普通建設事業費の）増額補正を行う。��○　具体的には、�　・　道路事業について、県民の安全安心につながる「命の道」の整備として、緊急輸送道路上
　　　における橋梁の耐震補強�　・　河川事業について、河川堤防の耐震強化として、国分川や舟入川などにおける河川堤
　　　防・排水機場の耐震化�　・　砂防施設について、県民の生命・財産を守るための土砂災害対策の推進として、
　　　砂防堰堤工事や地すべり対策�
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＮＥＸＴ　→




次世代型こうち新施設園芸システムの導入支援   

１ 施設園芸の振興策 

 土耕栽培または養液栽培 
（県内1,445ha) 

 土耕栽培または養液栽培 
温度、湿度、CO2濃度を個別に制御 

（県内24ha） 

 土耕栽培または養液栽培 
 温度、湿度、CO２濃度を複合環境制御 

（県内3ha） 

 ハイワイヤー栽培＋養液栽培 
生育に最適な状態に統合環境制御 

（県内3ha） 

収量 
15～30％UP 

収量 
30～50％UP 

収量 
100％UP 高軒高ハウス 

低コスト耐候性ハウス 

既存型ハウス＋環境制御技術 

既存型ハウス 

次
世
代
型
ハ
ウ
ス 

①次世代施設園芸モデル事業費補助金（予算額184,260千円） 
県内複数個所での次世代型ハウスのモデル整備を補助する。 
○補助先：市町村 
○補助率：1/2以内 
○事業実施主体：JA、農業生産法人等 
○補助要件：申請面積おおむね50a以上、環境制御機器を標 
 準装備（炭酸ガス、温度、湿度等）、耐風速35m以上、軒高 
 2.5m以上等 

②環境制御技術導入加速化事業費補助金（予算額52,607千円） 
炭酸ガス発生装置等の環境制御装置の導入を補助する。 
○補助先： 3戸以上のグループ、営農組織等 
○補助率：1/3以内 （※1経営体当たり補助対象事業費上限 
 を100万円とし、補助は1回のみ） 
○事業実施主体：補助先と同じ 
○補助要件：環境制御技術に積極的に取り組むｸﾞﾙｰﾌﾟ等で 
 あり得られた結果は、県と共有する 

事業により得られたノウハウ、効果を県、農業団体、農家等で共有し普及へ活用 

２ 県域への普及策 

・施設園芸を競争力のある産業として発展させるため、オランダの優れた技術を参考に 
 環境制御技術や次世代型ハウス（高軒高、低コスト耐候性）の普及を促進 

9月補正で導入支援し、普及を加速化 

9月補正 次世代施設園芸モデル事業費補助金（予算額184,260千円） 
環境制御技術導入加速化事業費補助金（予算額52,607千円） 

既存型ハウス＋環境制御技術 

高軒高･低コスト耐候性ハウス＋環境制御技術 
 
 
 

環境制御技術普及推進員制度を創設 
県内5ブロックに設置 

（各農振センター管内に県普及指導員1名＋JA営農指導員1名） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 【役割】 
・各品目の生産部会への推進徹底 
  （品目担当普及指導員、営農指導員に対する指導） 
・各地域の生産者全体への情報提供 
  （市町村、JAの広報等による） 

県普及 
指導員 

JA営農 
指導員 

○学び教えあう場を充実 
 ・環境制御技術実証農家を学び教えあう場に位置づけ 
   （実証7品目すべての学び教えあうで実証） 
 ・成績発表会や現地検討会等の回数、品目を充実 
○生産者の研究会組織との連携･拡大 
 ・現在の2組織をH27に7組織に 
○技術マニュアルのバージョンアップ 
 ・炭酸ガス施用技術を複合環境制御技術へ 

環 境 制 御 技 術 普 及 推 進 員 

県普及 
指導員 

JA営農 
指導員 

※県域の情報共有を図るため、年4回の 
  連絡会を開催 

指
導
体
制
の
強
化 

指導･推進 

《 県 推 進 チ ー ム 》 
・市町村担い手育成支援協議会への助言･指導 

  《市町村担い手育成支援協議会》 
・経営体のニーズに応じた総合的な支援を実施 
  （具体的なニーズ：農地、資金、法人化、流通等） 
・普及の中核となる次世代型ハウスの整備支援 

○環境制御技術、栽培技術等の助言･指導 
○栽培、経営、労務管理等のノウハウを共有 
  ・学び教えあう場に位置づけて活用 
○新たな次世代型ハウスの整備に意欲を持つ 
  経営体を発掘  

参
画 

13 ハード・ソフトでの支援を行い県域へ普及拡大 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
「次世代型こうち新施設園芸システムの導入支援」
○今回の「第２期産業振興計画の目標達成に向けた施策のバージョンアップ」の柱の一つである、「次世代型こうち新施設園芸システムの導入支援」の詳細について、まとめたもの

○環境制御装置や溶液栽培装置を装備した高軒高ハウスや低コスト耐候性ハウス、いわゆる次世代型ハウスや、環境制御技術を導入した既存型ハウスについては、これまでの実証実験結果などから、通常の既存型ハウスに比べて収量が大幅にアップすることが実証されているが、コスト面などの課題から、県内での普及は一部にとどまっている状況にある。

○本県の施設園芸を競争力のある産業としてもう一段レベルアップさせ、第２期産業計画で掲げた目標を確実に達成するためには、これら次世代型ハウスや環境制御技術のさらなる普及が必要なことから、今回、その普及を加速化すべく、導入を支援していく。

　具体的には、

・県内複数箇所で農業生産法人等が行う50ａ以上の次世代型ハウスのモデル整備を支援するとともに、
・３個以上のグループ等が行う既存方ハウスへの環境制御装置の導入を支援していく。

○あわせて、新たに環境制御技術普及推進員制度を創設し、今回の導入支援により得られたノウハウ、効果を農業団体や農家等とも共有しながら、さらなる普及につなげていきたい。
 ＮＥＸＴ　→





四国産業競争力強化戦略 
（連携プロジェクト名） 高機能素材関連産業創出プロジェクト 四国ならではの観光資源づくりプロジェクト《サイクリング》 

プロジェクトの概要 
 紙産業集積の高度化を図るとともに、炭素繊維等の素
材の高度な機能を活用した高付加価値製品の開発・供
給拠点の形成を目指す 

 自然や観光地等が豊かで、サイクリングに適している四国を「サイクリ
ング・アイランド四国」として強く世界に売り込み、海外からの観光客誘
致を拡大する 

本県の取り組み 

 土佐和紙の産地として長い伝統とこれまで培われてき
た高い技術を持つ紙産業（製造品出荷額等：約６００億
円／年）のさらなる振興に取り組む 
 
【９月補正予算による対応】 
 県内企業の技術・製品開発の拠点である県紙産業技
術センターの機能強化を図るため、高機能不織布など
の素材や製品開発に必要な機械設備の整備を行う 
           ＜補正予算額：311,048千円 
            （うち債務負担：305,748千円）＞ 
 
 
【平成２７年度以降の対応】 
 「高知県紙産業の在り方検討会」での議論を踏まえ、
対策のさらなる抜本強化を図る 

 太平洋に面した海岸沿線ルートや、全国ブランドである四万十川に
沿った山間部ルートを有するとともに、独自の「おもてなし」文化が根付
いているなど、サイクリング先進地の台湾に匹敵する魅力的な資源を
活かし、サイクリストの誘客拡大を図る 
 
【９月補正予算による対応】 
 サイクリングルートとしてポテンシャルの高い幡多地域において、目的
地までの距離や方向を示すブルーラインを設置 
（先行して、四万十・足摺無限大チャレンジライドのルートに設置） 
                       ＜補正予算額：2,700千円＞ 
 
 
 
【平成２７年度以降の対応】 
 四国一周ルートへのブルーラインの設置について、四国４県で連携を
進め、サイクリングを目的とした国内外からの誘客を図る 

四国産業競争力強化戦略の取り組み 
四国地域の産業競争力強化に関する取り組みを国と地方が一体となって推進するとともに、国の成長戦略等の政策に地域の実情を反映することで、取り
組みの加速化を図り、もって四国地域の持続的な発展を図るための戦略として、四国地方産業競争力協議会において「四国産業競争力強化戦略」を策定
（平成２６年３月） 
『四国の未来を切り拓く１１の「連携プロジェクト」』と『四国の発展につながる１２の「各県プロジェクト」』などから構成 
  【協議会委員】 
    四国４県知事、各県市町村代表、女性を含む経営者等（２７名）   ※協議会会長：高知県知事 

四国産業競争力強化戦略 

四国産業競争力強化戦略の取り組みと本県産業振興計画の連携・連動を図ることで、大きな相乗効果を発揮！！ 

連 携 連 携 

飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
四国産業競争力強化戦略の取り組み

○四国産業競争力強化戦略の取組みについてまとめたもの。
 
○今年３月、四国産業競争力会議において、四国地域の更なる産業競争力の強化に向けた「四国産業競争力強化戦略」を策定し、四国が連携して取り組みを進める１１のプロジェクトを掲げたところ。

○今回の９月補正予算では、特に２つのプロジェクトについて、本県の取り組みを強化していきたい。
 
○１つ目は、紙産業など四国に集積する産業のより一層の高度化を目指す「高機能素材関連産業創出プロジェクト」
・このプロジェクトを契機に、土佐和紙の産地として長い伝統とこれまで培われてきた高い技術を持つ紙産業のさらなる振興に向け、対策を抜本的に強化していきたい。
・具体的には、今後の戦略を検討するため、「高知県紙産業の在り方検討会」を立ち上げ、検討会での議論を踏まえ、平成27年度から対策を抜本的に強化したいと考えているが、
・９月補正予算では、県内企業の技術製品開発の拠点である県紙産業技術センターの機能強化を図るため、企業からのニーズが高い、高機能不織布などの素材や製品開発に必要な機械整備等の整備を先行して進めたい。
 
○２つ目は、四国をサイクリング観光地として世界に売り込むことを目指す「四国ならではの観光資源づくりプロジェクト」
・このプロジェクトを契機に、サイクリング先進地の台湾に匹敵する魅力的な資源を活かし、更なるサイクリストの誘客を図っていきたい。
・９月補正予算では、サイクリングルートとしてのポテンシャルが高い幡多地域、具体的には、「四万十・足摺無限大チャレンジライド」の大会コースに、目的地までの距離や方向を示すブルーラインと呼ばれる路面表示を設置する。
・さらに、平成27年度以降は、四国一周ルートへのブルーラインの設置について四国４県での協議を進め、さらなる国内外からのサイクリストの誘客につなげたい。



 ＮＥＸＴ　→



http://www.google.co.jp/url?url=http://ja.hereisfree.com/materials/download/14132.html&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=6Kn1U8r_BYrj8AWY8oDQCQ&ved=0CDIQ9QEwDjjcAQ&usg=AFQjCNEhfdXn19qc634LTFdqGZcEjWOGyQ


県立高等学校におけるグローバル教育の推進（グローバル教育推進事業） 

 社会や経済の姿が大きく変貌 
            ～少子高齢化やグローバル化の進行～ 
 
  ・小学校５年生から英語が教科化（H32年度） 
  ・知識だけでなく、思考力や表現力等を問う大学入試制度へ 
  ・自ら学び判断できる若者、産業振興や地域振興を担っていく 人材への 
  期待 

        郷土を愛し、その発展に貢献できる人材や、高い志をもち高知から世界へチャレンジできる人材の育成 
 

                 ○異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティをもつ生徒  ○主体性や積極性、チャレンジ精神、協調性や柔軟性がある生徒      
                 ○幅広い教養とともに語学力、コミュニケーション能力をもつ生徒     ○課題発見・解決能力をもつ生徒    ○チームワークとリーダーシップをもつ生徒 

課題研究のカリキュラム開発【24,314千円】      
○先進校視察による調査 
○海外を含めたフィールドワーク連携先との交渉・調整 
○ＩＣＴを活用した教育環境の充実(24,314千円) 

  タブレットPCの導入42台×２校(試行) 
  WI-FIシステムの導入(ホーム教室) 

○ＩＣＴを活用したカリキュラムの開発・試行 

 

 

 

 

 
○課題研究のカリキュラムの実践・検証 
○フィールドワークの実施 
○ＩＣＴを活用した教育環境の充実     
 
 

○ＩＣＴを活用したカリキュラムの実践 
     外国人指導助手等との生きた英語によるコミュニケーション 
     海外大学の講義や学会の講演会等の聴講、姉妹校との討議 
     ＴＯＦＥＬや英検等の学習 

○課題研究発表会の開催 
○連携先での学習活動の実施 

グローバル教育推進委員会【4,991千円】 

            ・教育委員会事務局を中心に、グローバル教育の実践や国際バカロレアに精通した外部委員を加えて、戦略的かつ計画的に取組を推進する。 
            ・本事業の全体計画の進捗状況を検討し、PDCAを機能させる。また、学校の取組に対して評価し、指導・助言を行う。 

計画の立案・準備（9月補正） 平成27年度以降の事業の実施 将来の県立高等学校 

評価・指導 

目的 

社会環境の変化 

○ 生徒自ら課題研究に取り組むことで、論理的思考力や判断力、表現力を身につけるとともに、英語運用能力の向
上を図り、将来グローバル人材として活躍できる資質を育成する。  

○ 高知西高校と高知南中・高校をグローバル教育推進校に指定し、グローバル教育の先導的な取組について、研
究・実践を行う。加えて、高知南中・高校は教育センター研究校としても位置付け、指導主事が常駐して教育活動を
支援する。  

○ 将来的には、すべての県立高等学校でグローバル教育の視点を取り入れた教育を推進する。 

グローバル教育推進事業の概要 高校教育推進費 29,305千円 （補正額  △25千円（(一)29,305千円(国)△29,330千円） 

評価・指導 

すべての県立高等学校でグローバル教
育の視点を取り入れた教育を推進するこ
とで、グローバル人材を育成 

○より豊かな学力の定着によるさ

らなる大学進学の実現 

○思考力、判断力､ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能

力を高める探究型学習 

○高度な英語運用能力の養成 

○世界とつながるグローバルの拠

点 

  グローバル教育推進校 

グローバル教育のトップ校 
大学進学の拠点校 

県立高等学校におけるグローバル教育の今後の方向性 
  
○ 高知西高校の英語科と高知
南高校の国際科を中心とした 
国際理解教育を推進 

 
   異文化理解を柱に据えた国際 

   交流と語学学習が中心 

現状 

問題解決 
能力の育成 

高度な 
英語運用能力

の強化 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

能力の育成 

思考力の育成 

○国際交流先としての海外大学の選定 
○国内外で開催される国際会議や学会の聴講 

○探究型授業カリキュラムの開発 

 
○英語及び日本語でのプレゼンテーションを導入した授業の試行 

○海外大学や姉妹校への生徒派遣 
○国内外で開催される国際会議や学会への参加・聴講 
○海外留学への支援の充実 

※課題研究とは、生徒が研究テーマについて、フィールドワークなどの調
査に基づいて、その解決策に関する自分の考えをまとめ検証し、論文にま
とめ、発表する学習。 

○探究型授業カリキュラムの実践・検証 
○外部講師による特別授業 

 
○プレゼンテーションを導入した授業の本格実施 

テーマに沿った少人数クラス編成、日本語による探究、ディスカッション、 
プレゼンテーション中心の授業 

実践可能な取組を順次他校へ普及 高知南中・高校と高知西高校で先導的に取組を実施 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
「県立学校におけるグローバル教育の推進」

○県立学校におけるグローバル教育の推進についてまとめたもの

○現在、高知西高校の英語科と高知南高校の国際料を中心とした国際理解教育を推進している。

○グローバル化がこれまで以上に大きく進行する中で、郷土を愛し、その発展に貢献できる人材や、高い志をもち高知から世界へチャレンジできる人材を育成すべく、県立高等学校におけるグローバル教育にさらに力を入れていきたい。
 
○今後、まずは、高知西高校と高知南中・高校をグローバル教育推進校に指定し、グローバル教育の先導的な取組みについて研究、実践していく。

○今回の補正予算では、平成27年度以降の本格的な取り組みのスタートに向け、その立案・準備のための予算を計上
・具体的な予算の内容としては、今後の各校での取組み等を検証し、指導・助言いただくため、グローバル教育の実践に精通した外部委員も交えた「グローバル教育推進委員会」を設置
・あわせて、高知西高校と高知南・中学校において、グローバル教育の柱の一つとなる問題解決能力の育成のための、課題研究のカリキュラムを本年度中に開発したい。そのために必要なＩＣＴを活用した教育環境の整備などを進めていく。


 ＮＥＸＴ　→




     ★運動習慣が充分に定着していない。  ★全国トップレベルの選手が少ない。 ★競技成績が低迷している。 
現
状 

2020年オリンピック・パラリンピック東京大会を契機としたスポーツ推進プロジェクト 

     2020年オリンピック・パラリンピック競技大会が東京都で開催されることが決定したことにより、全国でスポーツに対する関心が高まり、さらに今後、国では選手育成をはじめスポーツを通した
様々な取組が強化される。この機会をとらえ、県民がスポーツ活動に親しみやすい環境を整えるとともに、オリンピック・パラリンピックや国民体育大会等で活躍する選手を本県から輩出すること
も見据えて、本県の子供達の「夢」や「志」を育みながら、体力・運動能力の向上につながるスポーツの裾野の拡充からトップ選手のさらなる競技力向上までを一体的にとらえた施策を推進する。 

対 
 

策 ＊小中学校の体育授業・体育 
   的活動の充実 
 

＊各競技の普及促進 
 

＊県内各地域におけるスポー 
   ツ活動活性化の促進   

＊一貫した指導体制の確立 
 

＊学校運動部活動の充実 
 

＊全国で活躍が期待される 
   選手や女子選手の重点強 
   化             

＊各競技団体の指導者の育 
   成及び組織体制の充実 
 

＊県外の優秀な人材の受入 
   れ    
 

＊誰もが参加することができる 
   スポーツイベント等の開催 
 

＊気軽に運動・スポーツができ 
   る活動の支援 
 

＊2020年オリンピック・パラリ 
   ンピック競技大会をはじめ 
   とする国際大会の事前合 
   宿の招致 
 
 

＊各競技の拠点スポーツ施 
   設の整備 
 

＊トレーニング施設・設備の 
   整備 
 

＊地域のスポーツ拠点施設 
   の整備 

＊データや研究成果の有効 
   活用 
 

＊スポーツ医・科学等の専門 
   的な研修会の実施 
 

＊サポート運営体制の充実 

                             （高知県スポーツ推進審議会・スポーツ推進プロジェクト検討会） 
                                                          ※障害者スポーツの推進に関する事項を含めプロジェクトの重要な指針となる計画の策定 

                       １．子供達の体力・運動能力の基礎を培うために学校教育を通じた体力づくりが効果的に推進できる体制を整える。 
                          ２．全ての地域において子供から高齢者まで、スポーツに親しみ体力の向上を目指すことができる環境を整える。 
                          ３．質の高い一貫指導を将来にわたって継続して提供し、高知県から日本代表選手を目指すことができる環境を整える。                                                       

基 本 的 な 
方 向 性 

課 

題 

３．全国トップレベルの 
  実績のある指導者 
  が少ない。 

４．スポーツ医・科学 
  等のサポート体制 
  が不十分。 

６．成人の運動習慣が 
  充分に定着してい 
  ない。 

５．スポーツ施設・設 
  備が不十分。 
 

７．スポーツを通した 
  地域活性化の取組 
  が少ない。 

２．効果的な発掘・育 
  成・強化ができてい 
  ない。 

１．運動習慣の定着が 
  不十分。 
  競技人口が減少。 

スポーツ推進プロジェクトの概念図 

 
 

各種 
サポート 

 

 
 

各種 
サポート 

 

 施設 
の整備 

運動習慣の定着 
体力の向上 

スポーツへの関
心の高まり 

指導力 
の向上 

競技人口増加 
裾野の拡大 

競技力の向上 

運動・スポーツの
活性化 

◆スポーツ推進プロジェクトの展開により、将来にわたって県内全ての地域 
   において運動・スポーツ活動の活性化を図る。   

取組の計画 

【ＳＴＥＰ１】 平成26年度９月補正による対応 
① スポーツ推進プロジェクト検討会 【 3,167千円 】 
   ※本県の課題を踏まえた効果的な取組や組織体制の整備などについて検討し、指針となる実施計画を策定する。 

② 体力向上のための体育授業改善アドバイザー支援事業 【 1,254千円 】 
   ※体力調査等で明らかになった体力問題の課題を解決するため、中心となる体育授業や体育的活動の改善を図る取組を支援。 

③ 県立青少年センター体育館の整備 【 9,274千円 】 
   ※県東部地区の主要な施設として複数競技の練習等で活用する県立青少年センター体育館の床の改修。 

④ 県立春野総合運動公園陸上競技場の整備 【 22,854千円 】 
   ※県内の陸上競技拠点施設である県立春野総合運動公園陸上競技場の写真判定システムの更新。 

⑤ 2015世界陸上北京大会事前合宿招致活動 【 990千円 】 
   ※２０２０年オリンピック・パラリンピック東京大会の事前合宿招致に向けたネットワークの構築等を目的として、２０１５世界陸上 

   北京大会の事前合宿の招致活動を展開。 

【ＳＴＥＰ２】 平成27年度～平成29年度の取組 
 ① スポーツ推進プロジェクト実施計画に基づいた取組の展開 
   ※実施計画に基づいた各種事業や取組を展開。 

 ② スポーツ推進プロジェクト実施計画の見直し 
   ※平成29年度にこれまでの取組成果を検証し、必要に応じて事業の見直しを行う。（実施計画改訂版の作成） 

【ＳＴＥＰ３】 平成30年度以降の取組 
 ① スポーツ推進プロジェクト実施計画（改訂版）に基づいた取組の展開 
   ※実施計画（改訂版）に基づいた各種事業や取組を展開。 

対
策
（案
） 

 スポーツ推進プロジェクト実施計画の策定 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
「2020年オリンピック・パラリンピック東京大会を契機としたスポーツ推進プロジェクト」

○2020年オリンピック・パラリンピック東京大会を契機としたスポーツ推進プロジェクトの取り組みについてまとめたもの

○昨年９月、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会が東京都で開催されることが決定

・これにより、全国でスポーツに対する関心が高まり、さらに今後、国では選手育成をはじめとするスポーツの様々な取組みが強化されることも想定されるところ
 
・本県もこれまでスポーツ振興の取組みを進めてきたが、子供や成人の運動習慣が十分に定着していない、あるいは、全国トップレベルの選手が少ないといった課題がある中で、今回の東京オリンピック・パラリンピックの開催を絶好の機会と捉え、県民の皆様の体力・運動能力の向上からトップ選手のさらなる競技力向上までを一体的に捉えた施策を推進し、本県全体のスポーツの振興を図っていきたい。

○今回の９月補正予算では、
・まず、学校・スポーツ関係者や外部有識者からなる検討会を設置し、来年度以降に進める取組みの指針となる「スポーツ推進プロジェクト実施計画」の策定を進める。

・また、スポーツ施設整備の一環として、春野総合運動公園陸上競技場の写真判定システム更新や県立青少年センター体育館の床改修を行うとともに、

・東京オリンピック・パラリンピックの合宿の招致も視野に入れ、2015世界陸上北京大会の事前合宿の招致活動を進めていきたい。
 
○　さらに、平成27年度からは、新たに策定する「スポーツ推進プロジェクト実施計画」に基づき、各種事業や取組みを展開していきたい。




【単位：千円】 

１ 台風第12号、第11号被害への迅速な対応      

  ①公共施設等の災害復旧      7,219,459  
 

 台風第12号、第11号により被災した公共施設等の災害復旧を行う。 
 
○公共土木施設の災害復旧事業  3,785,486千円 
 ・道路…92ヶ所（国道493号、県道高知安芸自転車道線等） 
 ・河川…371ヶ所（北川村野川川、室戸市羽根川等） 
 ・海岸…7ヶ所（室戸市元海岸、香南市吉川海岸等） 等 
 
○治山施設の災害復旧事業   11,980千円 
  …2ヶ所（北川村野川、土佐清水市大岐） 
 
○漁港施設の災害復旧事業  208,794千円 
  …１ヶ所（安芸漁港） 
 
○耕地海岸施設の災害復旧事業  59,544千円 
  …1ヶ所（福良海岸） 
 
○県有施設の災害復旧事業   85,069千円 
 ・公設試験場…１ヶ所（果樹試験場） 
 ・教職員住宅…1ヶ所（宿毛工業高校） 
 ・警察施設等…15ヶ所（警察本部庁舎、須崎警察署等）  
 
○市町村災害補助事業  3,068,591千円 
 ・団体営農地…602ヶ所（高知市143ヶ所、四万十町101ヶ所等） 
 ・団体営農業施設…588ヶ所（四万十市107ヶ所、四万十町83ヶ所等） 
 ・林道…189ヶ所（柳野カゲ線1号、安望線、大野高樽線等） 
 ・指導監督事務費…483ヶ所（穴内漁港海岸、吉川漁港海岸等）  
      

（農業振興部 農業基盤課） 
  （林業振興・環境部 治山林道課） 

（水産振興部 漁港漁場課） 
（土木部 防災砂防課） 

  （土木部 港湾・海岸課） 
（教育委員会 教職員・福利課） 

（公安委員会） 
   

 ② 経済被害対策  263,207       
 

＜農業分野＞  212,241千円 
 
 ○攻めの農業実践緊急対策事業費補助金  43,671千円 
   ・内容：被災した農産物集出荷施設における機器・設備の導入に対す 
       る補助（別途、国事業による1/2補助が直接JA等に交付） 
   ・補助先：JA等 
   ・補助率：1/6以内  
 
 ○経営体育成支援事業費補助金   93,744千円 
   ・内容：被災した農業用施設の再建・修繕や機械の再取得等に対する 
       補助 
   ・補助先：市町村 
   ・補助率：3/10以内 
 
   ○レンタルハウス整備事業費補助金  74,826千円 
   ・内容：被災した農業者がレンタルハウス制度によりハウスの復旧整備 
       を行う場合に費用を補助 
   ・補助先：市町村 
   ・補助率：1/3以内 
 

（農業振興部 農業政策課、農地・担い手対策課、産地・流通支援課） 
 
 
 
＜林業分野＞   30,854千円 
 ○林内路網アップグレード事業費補助金  18,000千円 
   ・内容：災害等による崩土や路肩決壊などにより機能が損なわれてい 
       る作業道等の復旧・補修に対する補助 
   ・補助先：林業事業体等 
   ・補助率：１/２以内 

                 （林業振興・環境部 木材増産推進課） 
 
 
 ○県産材加工力強化事業費補助金  12,854千円 
   ・内容：被災した製材事業者が行う機器・設備の導入に対する補助 
   ・補助先：県内製材業者 
   ・補助率：１/２以内 

（林業振興・環境部 木材産業課） 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（参考）
 ①公共施設等の災害復旧      7,219,459千円 

○県有施設の被災状況　　
　・公設試験場…１ヶ所（果樹試験場）　※被災内容：場内石垣や道路法面の崩壊　
　・教職員住宅…1ヶ所（宿毛工業高校） ※被災内容：屋根の破損
　・警察施設等…15ヶ所（警察本部庁舎、須崎警察署等）※被災内容：警察庁舎車庫等の破損、交通情報版の故障等

② 経済被害対策 　263,207 千円     

＜農業分野＞　　212,241千円

　○攻めの農業実践緊急対策事業費補助金　　43,671千円
　　　・補助率：1/6以内　
　　　　※JAコスモス（日高村）のﾄﾏﾄ集出荷場の浸水被害復旧　補助対象経費 262,030千円
　　　　（国補助131,015千円、県補助 43,671千円、補助金計174,686千円）
　
　○経営体育成支援事業費補助金　　 93,744千円
　　　・補助率：3/10以内

   ○レンタルハウス整備事業費補助金　 74,826千円
　　　・要望件数：9市町村、24件、306ａ
　　　・補助率：1/3以内（災害復旧区分）


＜林業分野＞ 　　30,854千円
　○林内路網アップグレード事業費補助金　　18,000千円
　　　・補助率：１/２以内
　　　・要望件数：６市町、３６箇所

　○県産材加工力強化事業費補助金　　12,854千円
　　　・補助率：１/２以内
　　　・四万十町（大正）の（有）関西木材建設の機械被害：乾燥機３基、その他製材関連施設８　　
　　　　基の計１１基の機械設備が水没
　　　・Ｈ２６に全施設を復旧。新たに導入する機械１基、更新２基の計３基が補助対象。
　　　　残りの９基は自費により修理を行う。




  ③ 被災者生活の再建支援  47,805 
                              

 ○ 災害援護資金貸付金 43,900千円 
    ・内容：被災した世帯の世帯主に対して、生活の立て直しに資するた 
       め、災害援護資金の貸付原資を市町村に貸し付ける。 
    ・貸付先：市町村 
    ・原資貸付率：10/10（国2/3、県1/3） 
 
                   （地域福祉部 地域福祉政策課） 
  
 ○ 被災者生活再建緊急支援事業費補助金  1,500千円 
   ・内容：住宅が全壊、大規模半壊した世帯の生活再建を市町村が支援す   
        る場合に、その費用の一部を補助する。 
   ・補助先：市町村 
   ・補助率：１/２  
 
                  （危機管理部 危機管理・防災課） 
 
 ○ 避難住宅確保支援事業費補助金  2,405千円 
   ・内容：市町村が発令した避難指示に該当する地区からの避難者を対 
       象に、市町村が住宅の確保に要する支援を行う場合に、その 
       費用の一部を補助する。 
   ・補助先：市町村 
   ・補助率：1/2 
                         （土木部 住宅課）   
 
 
 
 
 
 
 
    
 
                     

  ④ 土砂災害対策  115,822 
 

 土砂災害危険箇所の周知  60,536千円      
    土砂災害への備えについて、県民に向けて分かりやすい冊子や土砂災 
   害危険箇所マップを全戸配布に向けて作成するとともに、自主防災組 
   織等で活用するための防災学習用教材を作成する。 
 
   ○ 土砂災害啓発冊子作成等委託料 59,204千円 
      委託内容：土砂災害の備えについての冊子作成等 
   ○ 事務費 1,332千円 
                        （土木部 防災砂防課） 
 
 
 住民の避難行動に結びつく訓練の充実  11,642千円  
    地域防災力の向上を図るため、大規模土砂災害を想定した情報伝達・   
   防災訓練等を実施する。 
 
   ○ 大規模土砂災害対策訓練委託料 11,642千円 
      委託内容：大規模土砂災害を想定した防災訓練の実施 
    
 
    
                        （土木部 防災砂防課） 
 
  土砂災害危険箇所等の緊急点検  39,626千円  
      今後の豪雨に備え、記録的豪雨に見舞われた土砂災害危険箇所や   
     砂防・地すべり施設の緊急点検を実施する。 
 
     ○ 調査測量等委託料 39,626千円 
         委託内容：土砂災害危険箇所等の現地点検調査 
 

 （土木部 防災砂防課） 
 
  大規模盛土造成宅地の現状調査  4,018千円  
          南海トラフ地震や豪雨等により、災害が発生した場合に大きな被害が  
   及ぶ恐れのある大規模盛土造成地について、台風第12号、第11号にお 
   ける影響を調査する。 
 
   ○ 大規模盛土造成地調査委託料 4,018千円 
     委託内容：大規模盛土造成宅地の現状調査 
 

 （土木部 都市計画課） 
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＜観光分野＞  20,112千円 
    豪雨被害を受けての緊急誘客対策として、マスメディアを活用した観光 
  プロモーション及び旅行会社等とタイアップした誘客事業を実施する。 
 
 ○ 観光振興推進事業費補助金  13,112千円 
       補助先：（公財）高知県観光コンベンション協会 
     補助率：定額 
     補助対象：旅行会社等とタイアップした誘客促進企 
          画の実施 
 ○ 事務費 7,000千円 
  
 
                      （観光振興部 観光政策課）                  

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
＜観光分野＞　 20,112千円
　○観光振興推進事業費補助金　 13,112千円（補助先：高知県観光コンベンション協会）
　　・ＷＥＢエージェント（るるぶトラベル、じゃらん、楽天を想定）9,612千円　送客目標25,000人泊増
　　・メディア系エージェント（クラブツーリズム、阪急交通社、ＪＴＢなどを想定）3,500千円（500千円×７社）
　　　送客目標1,000人増
  ○事務費　7,000千円
　　・テレビ、雑誌等に高知の「食」の魅力を集中的（10～11月）に情報発信（ＴＶ3番組、雑誌2誌を想定）
　
 ＜被災者生活の再建支援＞ 
　○　災害援護資金貸付金　　43,900千円
　　　・貸付限度額：350万円　貸付利率3％（うち２％を県と市で利子補給。実質借入金利１％）
  ○　被災者生活再建緊急支援事業費補助金　1,500千円
　　　 ・災害救助法が適用とならない市町村に適用。
　　　・津野町の全壊家屋１世帯を対象（災害救助法の適用市町村：高知市、大豊町、四万十町、いの町）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　・支給額（町負担分含む）：150万円（全壊）＋住宅の再建方法に応じて50万円（賃借）、100万円（補修）、
           200万円（建設、購入）を上限
　○　避難住宅確保支援事業費補助金 　2,405千円
　　　・ 避難指示対象世帯（鏡的渕１２世帯３４人、土佐山１世帯４人）の状況：
　　　　　民間賃貸住宅に入居（＝今回の積算対象）：８世帯２４人（鏡的渕７世帯２０人、土佐山１世帯４人）
　　　　　市営住宅に入居：４世帯１１人、教職員住宅に入居：１世帯３人
　　　
 ④ 土砂災害対策 　115,822千円
土砂災害危険箇所の周知　　60,536千円　　　　 
　○土砂災害啓発冊子
　　・H27年度早期に市町村を通じ全戸配布（H26年度末に市町村まで送付）：338,000部（H26.8.1現在　321,756世帯）
　○防災学習用教材
　　・冊子の内容を下地とした防災学習用教材を作成し、全市町村へ配布
　　　
住民の避難行動に結びつく訓練の充実　11,642千円　
　  ①地震後の深層崩壊に伴う河道閉塞や豪雨による山津波を想定した情報伝達訓練と住民避難訓練を実施
　　・実施箇所：四万十市（別途、国負担で梼原町）
　 ②豪雨等による大規模土砂災害を想定し、図上訓練を実施
　　・実施箇所：３地域（安芸・中央東・中央西土木管内）
　　
 土砂災害危険箇所等の緊急点検 　39,626千円　
   　・記録的豪雨（観測史上１位を記録）に見舞われた、比較的人家の集中する地域などについて、土砂災害危険箇所や砂防・
　　　地すべり施設の変状等を点検し、危険性や健全度を把握
　　・実施地域：高知市、大豊町、本山町、佐川町、香美市、須崎市、馬路村、津野町、四万十町、安芸市（計１０市町村）
　　・箇所数：土砂災害危険箇所　905箇所　砂防・地すべり施設　475施設

 大規模盛土造成地の現状調査 　4,018千円　
　・大規模造成地（県所管分38箇所）の現状を把握する。（参考　高知市（高知市所管分）389箇所）
　　　※大規模盛土造成地とは
　　　【谷埋め型盛土】谷を埋め立てた造成宅地で、盛土の面積が3,000㎡以上のもの
　　　【腹付け型盛土】傾斜地に盛土した造成宅地で、地山（盛土前の地盤）の傾斜が20度以上、かつ盛土の高さが５m以上のもの



 耐震改修促進計画の見直しの加速化 11,901  
                              

  改正耐震改修促進法に基づき、避難路沿道建築物の耐震化を促進するた
め、迅速な避難を要する地域の広域防災拠点、役場、避難所、避難場所を結
ぶ道路の沿道建築物の実態を調査する。 

 
 ○ 耐震改修促進計画改定基礎調査委託料 11,901千円 
      委託内容：避難路の沿道建築物や道路幅員等の状況調査 
    
                        （土木部 建築指導課）                  

9 

 長期浸水対策の促進 14,300  
                              

  南海トラフ地震により地盤が沈降した場合において、排水管等から堤内地
に河川水が逆流することが想定されるため、浦戸湾に流入する河川堤防（鏡
川・国分川・久万川）の排水構造物の設置場所や構造を調査する。 

 
  ○ 測量調査等委託料 14,300千円 
     委託内容：排水構造物の設置場所等の把握 
     
 

 
（土木部 河川課）                  

NEW 

  農業用燃料タンク対策の加速化      43,280  
（燃料タンク対策事業費補助金）  

 
  南海トラフ地震の揺れや津波による燃料用タンクからの重油流出による火

災等の二次災害を防止するため、重油代替暖房機の導入を支援する。 
 
        ・補助先：市町村 
        ・事業実施主体：JA等 
        ・補助率：定額、1/2または1/6 
        ・補助対象限度額：流出防止付きタンク 定額（500千円/基） 
                木質バイオマスボイラー:4,000千円/10ａ 
                ヒートポンプ:3,000千円/10ａ  
                
   
 
                   （農業振興部 産地・流通支援課） 

 住宅耐震の加速化  16,115 
                              

   住宅の耐震化をさらに加速化するため、市町村が行う戸別訪問などの取組
を支援するとともに、低コスト工法等の普及・啓発を図るため、最新情報を
盛り込んだ市町村・事業者向けのマニュアルを作成する。 

 
 ○ 木造住宅耐震診断マニュアル作成委託料  2,615千円 
    
 ○ 住宅耐震化促進事業費補助金 13,500千円 
    補助先：市町村 
    補助率：1/4（国1/2、県1/4、市町村1/2） 
    補助対象：戸別訪問の実施や地区ごとの耐震状況のカルテの 
         作成等に要する経費 
 

 
                       
                          （土木部 住宅課）               

２ 南海トラフ地震対策のさらなる充実強化・加速化      

重油流出防止装置付タンク 

 

 総合防災拠点の施設整備 23,415  
                              

  総合防災拠点としての機能を確保するため、土佐清水総合公園へ連絡調
整・備蓄機能を備えた施設を整備する。 

 
 ○ 総合防災拠点設備設計等委託料  2,915千円 
         
 ○ 総合防災拠点施設整備等工事請負費  20,500千円 
    内容：総合防災拠点となる土佐清水総合公園へ連絡調整機能、備蓄機 
       能を備えた施設の整備を行う。 
 

 
                    （危機管理部 危機管理・防災課） 
                   19 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート

○燃料タンク対策事業費補助金    43,280 
　・補正内容：バイオマスボイラーとヒートポンプの追加要望58基への対応
　・流出防止装置付きタンク：補助率定額補助率1/2
　・バイオマスボイラーとヒートポンプ：補助率1/2または1/6（1/6は国事業活用の場合。最終的な補助率は
　　どちらも3/4）

  
○住宅耐震の加速化  16,115
　・県内では、８．１万戸の耐震性不足の住宅が存在し、耐震化率は約７５％。
　　（南海トラフ地震対策行動計画では２７年度末で７７％が目標）
　・補助制度について、県民の約４５％が「知らない」と回答 
　・耐震改修の入り口となる耐震診断の実施率が２割に満たない状況
　・市町村における戸別訪問等に係る経費を補助経費とし、７５０千円×１８市町村分を計上
　・これにより、31,500戸分の戸別訪問を実施し、うち約3,150戸の耐震診断、うち約800戸の耐震改修を
　　目指す。

○耐震改修促進計画の見直しの加速化　11,901
　・耐震改修促進法の改正を受けて、二桁国道など広域的な道路の沿道建築物の実態は県において調査中。
　・市町村において、改正法に対応した耐震改修促進計画の改定の動きが見られない。
　・県において、以下の観点から対象地区を選定し、対象道路の沿道建築物の実態を調査。
　　・　津波からのより素早い避難が必要な地区→室戸市室戸・佐喜浜・羽根地区、黒潮町佐賀地区を想定
　　・　集落内の住宅の密集度が高いことによる閉塞可能性の高い地区→土佐市宇佐・新居地区を想定
　　・　津波が高いことにより避難距離が長くなる地区→黒潮町入野地区を想定
　・調査結果を各市町村に示し、南海トラフ地震対策推進地域本部とも連携して、安全な避難路確保・沿道の　　　
　　建築物の耐震化を促進

                     　　　 
　
○長期浸水対策の促進　14,300
　・江ノ口川と鏡川に挟まれた中心市街地の堤防の耐震化はH27で完了予定
　・対策が必要な排水構造物は、堤防の耐震化の完了にあわせて、Ｈ27中に対策を実施　
                         　　　 
　
○総合防災拠点の施設整備　23,415　
　・施設面積：平屋建て120m2
　・整備する機能：備蓄機能（米、水、便袋、毛布、医療資機材、医薬品）、連絡調整機能（情報通信機器）、
　　応急救助機関との調整所機能
                             　　　 
　　

　　



    特別支援学校への非常用電源設備整備 282,624 
                              

   災害時に福祉避難所となる特別支援学校において、避難所としての機能 
  を強化するため、非常用電源設備を整備する。 
  
 ○ 設計調査等委託料    16,203千円 
 
 ○ 施設整備工事請負費 266,421千円 
    内容：福祉避難所に指定されている又は指定される予定である    
       県立特別支援学校７校に、非常用電源設備を整備する。 

 
                    （教育委員会 学校安全対策課） 
                   

NEW ３ 経済の活性化（第2期産業振興計画Ver.3の推進）      

 移住促進の取組み強化 8,206 
     【債務負担】 17,719 

 
   増加する移住相談者にきめ細かく対応するため、移住・交流コンシェル

ジュを増員するとともに、首都圏におけるセミナー等を開催する。 
 
 ○ 移住・交流総合案内業務委託料  8,206千円 
            【債務負担】17,719千円 
         委託内容：移住希望者への相談対応等 
         委託先：（株）パソナ パソナ高知 
         委託方法：随意契約   
 
 
 
 
                     
                    （産業振興推進部 移住促進課） 
                   

   紙産業技術センターの整備 5,300 
       【債務負担】 305,748 

 
   紙産業における技術開発力の向上を図るため、紙産業技術センターに製品

開発等に必要となる機械設備を整備する。 
 
  ○  工事請負費 5,300千円 
    内容：機器の使用等に必要となるクレーンの改良等 
 
  ○ 備品購入費 【債務負担】305,748千円 
    内容：素材や製品の試作等に必要となる 
       機器の導入・改良   
 
 
 
 
 
                      
                     （商工労働部 新産業推進課） 
                   

NEW 

高知県立紙産業技術センター 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○特別支援学校への非常用電源設備整備　282,624
　・山田、高知若草、子鹿園分校、日高、中村、盲学校、ろう学校の７校に整備
　・医療機器等を使用する児童、体温調節が困難な児童用として、学校に長期間留まるため
　　の電力量をまかなうことができる設備が必要（72時間連続運転可能）
　・福祉避難所が不足しているため、特別支援学校を福祉避難所に指定（現在は、山田、高
　　知若草が指定済。残り５校も指定予定）

○移住促進の取組み強化　8,206　　 【債務負担】　17,719
　・コンシェルジュ６名→９名に増員（うち東京１名→２名）
　・首都圏においてセミナーを２～３回開催
　・４～７月の相談者数実績　Ｈ25：331人→Ｈ26：762人に大幅アップ
　
○紙産業技術センターの整備　5,300　　【債務負担】 305,748
　・購入機器：熱カレンダー（２種類のシートを熱により圧着）、不織布製造装置用ウォータージェット裏打ち装置（不織布を製造する際、高圧水流を表・裏の両面から打ちつける機械（現保有機は片面しかできない）、スリッター（紙及び不織布の高精度裁断機）
　・県内紙産業の製造品出荷額等：約６００億円／年（全体の約12％）
　・９月11日「高知県紙産業の在り方検討会」発足　→　検討結果を来春の産業振興計画ver.4へ反映
　

http://www.pref.kochi.lg.jp/chara/chara02.html
http://www.pref.kochi.lg.jp/%7Echiiki/iju/index.shtml
http://www.pref.kochi.lg.jp/chara/chara02.html


 高知県立足摺海洋館基本計画の策定 3,092  
                             【債務負担】 5,484 

 
  足摺海洋館のあり方検討委員会において今後の方向性が示されたことを踏

まえ、基本計画を策定する。 
 
    ○   基本計画策定委託料 【債務負担】5,484千円 
  ○ 事務費 3,092千円  
 
                      （観光振興部 地域観光課） 
                   

 観光拠点等の整備 53,243  
（高知県観光拠点等整備事業費補助金）  

                           
  東部博や奥四万十博の開催等に向けて、観光拠点施設、観光商品等の整備

やさらなる磨き上げ等の取組を総合的に支援する。 
 
   ・補助先：市町村等 
   ・補助率：観光拠点整備事業   2/3以内 
              観光商品磨き上げ・観光資源魅力向上事業 1/2以内 
     ・補助対象：産業振興計画に位置づけられた取組で、観光拠点 
                          の整備及び観光資源の発掘、磨き上げ等の取組。 
   
                      （観光振興部 地域観光課） 
                   

NEW  クルーズ客船誘致対策の推進 9,934  
                              

  高知新港振興プランに基づき、平成26年５月に供用開始した高知新港のメ
インバースの利活用を図るため、大型外国客船の誘致に向けて、航行上の安
全性を検証する。 

 
 ○ 調査委託料 9,934千円 
    委託内容：操船シミュレーション及び係船柱増設設計の実施 
     
 
 
 
                    （土木部 港湾・海岸課） 
                   

   次世代型ハウスの普及促進 【債務負担】 184,260 
  （次世代施設園芸モデル事業費補助金） 

 
  高収量が実現できる先進的な園芸農業システムの普及に向けて、環境制御

装置を装備した高軒高ハウスや低コスト耐候性ハウスのモデル的整備を支援
する。 

 
         ・補助先：市町村 
       ・事業実施主体：JA、農業生産法人等 
         ・補助率：1/2以内   
 
 
                    （農業振興部 産地・流通支援課）  サイクリストに分かりやすい路面標示 

（ブルーライン）を整備 2,700  
                              

  サイクリストの誘客拡大を目指して、「四万十・足摺無限大チャレン
ジライド」コースに路面標示（ブルーライン）を設置する。 

 
  ○ 工事請負費 2,700千円 
       
 
 
 
 
                         （土木部 道路課） 
                   

NEW 

NEW 

NEW 

 既存ハウスへの環境制御技術の導入を支援  52,607  
（環境制御技術導入加速化事業費補助金）  

                              
  増収が見込まれる環境制御技術（炭酸ガス発生装置等）の普及促進を図る

ため、既存ハウスにおける装置の導入を支援する。 
 
   ・補助先：JA、生産組織等 
     ・補助率：1/3以内 
       ・補助対象上限額：1経営体あたり1,000千円 
   
 
                    （農業振興部 産地・流通支援課）               

NEW 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○高知県立足摺海洋館基本計画の策定　3,092　 【債務負担】 5,484
　・現在の施設の概要
　　・開館：昭和50年５月２日
　　・面積：敷地11670.86㎡、建築986.15㎡、延床2435.31㎡
　　・入館者数：49,683人/年（H25実績）
　　・耐震調査結果：本館の１～３階鉄骨造部分において耐震性能0.40～0.59
　・今後のスケジュール
　　・H26～28年度　基本計画・基本設計・実施設計
　　・H29年度　建築工事・展示工事着工予定

○観光拠点等の整備　53,243　（高知県観光拠点等整備事業費補助金） 
　・補正内容
　　・東部博関連４件　廊中ふるさと館リニューアル事業、内原野陶芸館施設改修事業、北川村温泉リニューアル工事実
　　　施設計、室戸ジオパーク拠点施設整備、奥四万十博関連１件　木のﾐｭｰｼﾞｱﾑ建築工事実施設計
　　

○サイクリストに分かりやすい路面標示（ブルーライン）を整備　2,700
　・「四万十・足摺無限大チャレンジライド」（Ｈ25第２回大会参加者463人うち県外参加者351人）コースのうち、
　　　県管理道路（国道321号、国道381号、国道441号　計175km）に５km毎に路面標示を設置　
　・　国管理道路（国道56号）は国にて設置


○クルーズ客船誘致対策の推進　9,934
　・高知港の外国客船の寄港数（Ｈ２４：１回、Ｈ２５：４回）
　・超大型クルーズ客船のアジアマーケット投入に向け、大手外国船社が新たな寄港地を全国で探している状況。
　・現在、１６万トン級、乗客定員４，０００名の客船をターゲットとして、可能性のある船会社と協議をしている。
　・20万トン級の客船誘致も目指し、安全性確認のためのシミュレーションを実施。


○次世代型ハウスの普及促進　【債務負担】 184,260　　（次世代施設園芸モデル事業費補助金）
　・次世代型ハウス
　　・想定規模：約50a（県内既存ハウス平均面積24.8a）、想定箇所数：3か所、想定建設コスト：約25,000千円/10a
　　・環境制御技術導入加速化事業費補助金と合わせ、普及のために環境制御技術普及推進員制度を創設
　　・事業により建設したハウスを「学び教えあう場」にも設定
　　

○既存ハウスへの環境制御技術の導入を支援　 52,607 （環境制御技術導入加速化事業費補助金）　
　・補助対象装置：炭酸ガス発生装置、濃度コントローラー、局所施用ダクトファン、環境測定装置
　・対象品目：ﾅｽ、ﾋﾟｰﾏﾝ、ｼｼﾄｳ、ｷｭｳﾘ、ﾆﾗ、ﾄﾏﾄ、ﾐｮｳｶﾞ、新ショウガ、ハウスミカン、ユリ、トルコギキョウなど
　・想定件数（要望積み上げ）：炭酸ガス発生装置178件、濃度コントローラー187件、局所施用ダクトファン96件、環境測定装置152件


http://www.google.co.jp/url?url=http://ja.hereisfree.com/materials/download/14132.html&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=6Kn1U8r_BYrj8AWY8oDQCQ&ved=0CDIQ9QEwDjjcAQ&usg=AFQjCNEhfdXn19qc634LTFdqGZcEjWOGyQ


 自伐林家等に対する支援の強化 1,023  
                              

  小規模な林業活動を実践している自伐林家等の方々に対して、林業の担い
手の裾野を広げ、木材増産の一助を担ってもらうため、林業活動の情報共有
や森林・林業の知識・技術の習得等スキルアップが図られるよう、小規模林
業推進協議会（仮称）を設置する。 

 
 ○ ホームページ作成委託料 280千円 
     
 ○ 事務費 743千円 

 
 

（林業振興・環境部 森づくり推進課）                  

 新たなカツオ活餌供給体制の構築 5,000  
（活餌供給機能強化事業費補助金） 

                              
  カツオのさらなる水揚げ促進を図るため、黒潮町佐賀漁港における新たな

活餌供給体制の構築と安定した活餌供給のための取組を支援する。 
 
     ・補助先：黒潮町 
     ・補助率：1/2以内 
       ・補助対象：活餌価格の競争力強化に必要な経費（上限10,000千円） 

 
 
 
 

                      （水産振興部 漁業振興課） 
                   

NEW 

NEW 

 国語B問題対策の促進 【債務負担】 6,455 
 
  小中学校全国学力・学習状況調査において課題のあった国語Ｂ問題に関す

る学習教材を作成し、学力向上対策を強化する。 
 
 ○ 学習問題作成委託料【債務負担】 6,455千円  
     委託内容：「国語B」問題対策の教材作成 
        
 

 
                                    （教育委員会  小中学校課） 

 数学Ⅰ対策の促進   7,803 
                              

   高等学校学力定着把握検査において課題のあった数学Ⅰに関する教材を作
成し、学力向上対策を強化する。 

 
 ○ 学習問題作成委託料 7,803千円  
      委託内容：「数学Ⅰ」対策の教材作成 
    
 
 

 
                       （教育委員会  高等学校課）               

 グローバル教育の推進  29,305  
                              

  高知南中学校・高等学校、高知西高等学校においてグローバル教育の先導
的な取組を実施する。 

 
 ○ 情報通信設備整備委託料  11,569千円 
    委託内容：校内無線LANネットワーク整備 
 ○ 事務費 17,736千円 
    報償費、備品購入費（タブレットPC）等 
                  
 
                      （教育委員会  高等学校課）                  

４  教育の充実と子育て支援   

NEW 

NEW 

NEW 

学力向上キャラクター  
「こなっちゃん」 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○自伐林家等に対する支援の強化　1,023
　・10月に設立総会（基調講演等）、年度内に２回目（講演、研修、活動報告等）を行う。
　・会員：任意参加の登録会員（会員の対象：自伐林家、NPO法人、ボランティア団体、林研グループ、地域おこし協力隊　総勢1,500名以上＋林業に興味がある方など）
　・スキルアップの内容：①安全、効率的で安価な作業道作り　②木材生産＋特用林産物（椎茸、サカキ等）等森林資源の活用　などを想定
　

○新たなカツオ活餌供給体制の構築　5,000　（活餌供給機能強化事業費補助金）
　・産振計画のH26到達目標（佐賀、清水、田ノ浦の水揚げが深浦を超過）の達成に向けた取組強化の一環。
　・佐賀の活餌価格は、輸送費等が上乗せされ割高（佐賀：8千円程度/杯、深浦：5～7千円程度/杯）なため、暫定的に活餌価格を近隣水揚げ港と同程度まで引き下げ、水揚げ誘致を促進。
　・活餌供給事業を担ってきた個人業者が経営から撤退したため、漁協等を中心に新たな体制を構築。


４．教育の充実と子育て支援 

○国語B問題対策の促進　【債務負担】 6,455
　・全国平均との差：小学校（国B△0.5、算B△0.3）、中学校（国B△3.3、数B△6.2）
　・国語B対策のための過去問題集作成・配付は既存予算で速やかに対応し、10月中旬から活用可能とする
　・補正予算で作成する課題克服教材集は、教師用の授業マニュアルとしても活用。教師は授業改善シートの作成等を行い、授業の改善につなげる。課題のある中学校へは指導主事が直接訪問し指導

○数学Ⅰ対策の促進   7,803
　・高校入学時のD3の割合（H26年度１年生　数学：18.5％、英語23.9％、国語9.7％）
　※教育振興基本計画重点プラン【改訂版】（Ｈ26.4）において、３教科平均のＤ３の割合が3割超（Ｈ25）であることや、各教科のＤ３の割合を卒業時には入学時の１/２に減少させるという目標を記載している。（学校別のＤ３の割合等については公表しない）
　・幅広い学力層の生徒が、それぞれの学習進度に合わせて小学校段階、中学校段階まで戻れる数Ⅰ用の教材を作成
　・国語の教材については、著作権の問題などもあり、内容面の検討に時間を要することから、H27当初予算で作成

○グローバル教育の推進　 29,305
　・校内無線LANネットワーク整備委託料　11,569千円
　・グローバル推進委員会報償費　4,991千円
　・タブレット型パソコン　42台×２校　10,985、小型プロジェクター　４台×２校　1,760千円　
　・このほか、先進校視察調査、フィールドワーク連携先との交渉に必要な旅費などについては、既存予算で速やかに対応
　・H26当初に計上のスーパーグローバルハイスクール予算　29,330千円（国）は全額減額

http://www.pref.kochi.lg.jp/chara/chara02.html


５ 東京オリンピック・パラリンピック関連 

     スポーツ推進プロジェクトの実施計画を策定     3,167  
 
  2020年に開催される東京オリンピック・パラリンピックを契機とした「ス

ポーツ推進プロジェクト」を展開するため、学校・スポーツ関係者等で構成
する検討会を設置し、プロジェクトの実施計画を策定する。 

 
 ○ 事務費 3,167千円 
  

 
 
 
 
 

                   （教育委員会 スポーツ健康教育課） 

 坂本龍馬記念館の整備 1,087  
      【債務負担】51,430     

               
  坂本龍馬記念館リニューアル基本構想を踏まえ、新館整備及び既存館のリ

ニューアル整備に向けた基本設計等を行う。 
 
 ○ 測量等委託料 1,087千円 
 ○ 建築基本設計業務等委託料   【債務負担】51,430千円 
  
  

 
 
 
 
 
 
 

（文化生活部 文化推進課）                  

６ その他 

NEW 

     スポーツ施設の整備 32,128  
                              

  県内の主要なスポーツ施設の整備の一環として、春野総合運動公園陸上競
技場の写真判定システムの更新や県立青少年センター体育館の床の改修を実
施する。 

 
 ○ 工事請負費   9,274千円 
 ○ 備品購入費 22,854千円 
                           （土木部 公園下水道課） 

（教育委員会 生涯学習課）                  

         合宿招致活動の展開 990 
                              

   東京オリンピック・パラリンピックの事前合宿招致に向け、2015年世界
陸上北京大会の事前合宿の招致活動を行う。 

 
 ○ 事務費 990千円  
 
 
 
 

               （教育委員会 スポーツ健康教育課）                 

NEW 

NEW 

   高知警察署の移転新築にかかる調査  2,074  
                              

  南海トラフ地震に備え、老朽化が激しく狭隘である高知警察署の建て替え
に向け、移転先の土地・建物の鑑定料及び移転補償調査を実施する。 

 
 ○ 高知署移転地補償調査委託料 1,161千円 
   
 ○ 事務費  913千円 
 
 
 
     
 
 
 
 
 
                            （公安委員会）               

NEW 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○スポーツ推進プロジェクトの実施計画を策定     3,167
　・委員１２名（うち県外有識者（アドバイザー）３名）により検討会を開催（計４回）。
　・１１月下旬に実施計画骨子を策定し、来年度予算の検討材料とする。

○スポーツ施設の整備　32,128
　・青少年センター床改修：当初予算22,446千円→補正後31,720千円　※工法、補強箇所等の見直し
　・春野写真判定システム：現システムは、よさこい高知国体（平成14年度）に対応するため、平成13年
　　２月に現在の写真判定システムを導入。２台のうち１台に故障が発生したため更新する。
　・陸上競技場の改修実施中で、国内１種公認及び「世界ClassⅡ」公認を得る予定であり、併せてシステム
　　更新を行う。
　※システム更新により、レベルの高い競技選手の合宿や大会開催等が可能となる。

○合宿招致活動の展開　990
　・2015年8月に開催される北京世界陸上事前合宿には、２カ国80人（選手50人）の招致を目標
　・2007大阪世界陸上では、4ｶ国107人（選手66人）を招致
　・2008北京オリンピックでは、3ｶ国98人（選手6１人）を招致


６　その他

○坂本龍馬記念館の整備　1,087　　　【債務負担】51,430  
　・全体整備費用：約26億円（新館：20億円、既存館リニューアル：6億円）　新館1,900m２（既存館：1,850m２）
　・スケジュール
　　・H26～27年度　測量等調査・基本設計・実施設計
　　・H28年度　建築工事・展示工事
　　・H29年度中　新館オープン（既存館リニューアルオープン）
  
○高知警察署の移転新築にかかる調査 　2,074
　・整備費用：約58.5億円
　・スケジュール
　　・H26年度　土地・建物鑑定、移転補償調査
　　・H27年度　敷地・建物取得、新庁舎基本設計、地質調査
　　・H28年度　JA電算センター解体設計、新庁舎実施設計、現庁舎解体設計等
　　・H29年度　JA電算センター解体工事
　　・H30～32年度　新庁舎建築工事
　　・H32年度　新庁舎開署、現庁舎解体工事
　・現庁舎の概要：築40年以上で老朽化が激しく、狭隘
　　・本館（地上5階地下1階）：昭和47年建築
　　・車両：50台　外来駐車場：18台
　　・本館は耐震基準を満たしておらず、南海トラフ地震発生時に倒壊の恐れ（Ｉｓ値0.38）
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